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     （午前９時３０分 開議） 

○議長（秋田裕三君） 皆様、おはようございます。 

  これから、本日の会議を開きます。 

  御報告申し上げます。 

  伊藤一郎議員より、本日から16日までの３日間、会議を欠席する旨の届けが提出

されておりますので、御報告をいたします。 

  本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付しておりますとおりであります。 

  それでは、日程に入ります。 

     日程第１ 代表質問 

○議長（秋田裕三君） 日程第１、代表質問を行います。 

  最初に、真正会の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） おはようございます。８番、福嶋でございます。通告書に基

づいて、真正会を代表いたしまして質問を行います。 

  まず初めに、森林から創まる地域創生についてということで、市長も言われてい

ますように、宍粟市の中心となる産業は林業であると私も常々思っております。そ

こで、前にも質問しましたが、強い木造建築、ＣＬＴ工法について今後も調査・研

究を重ねていくと言われていましたが、今日までの調査・研究の内容と今後の方針

について、市長の考えをお伺いします。 

  もう１点は、未利用材、一般木材などを使用した再生可能エネルギーによるバイ

オマス発電の調査・研究と今後についても伺いたいと思います。 

  続いて、いじめについて。 

  本年、９月12日に、加古川市の市立中学２年の女子生徒が自殺したことに対し、

加古川市の教育長は、いじめを防止するために取り組んできたのに、重大事案が起

きた。第三者委員会で真相を解明し、再発防止に生かしたいと言われました。 

  御承知のとおり、2011年に起きた大津市の中学２年男子の自殺問題で、教員はい

じめを知っていたのに、学校全体で事態を放置していました。この問題をきっかけ

に悲劇が繰り返さないようにということで、いじめ防止対策推進法は制定されたも

のです。 

  制定後も愛知、北海道、青森、岩手、あるいはまだほかにも全国で悲劇が繰り返

されています。いじめ防止対策の形骸化が懸念されております。いじめによって重
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要事態にならないように、どうすればいいのか、教育長にお伺いしたいと思います。  

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（秋田裕三君） 福嶋 斉議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） おはようございます。今日も一日よろしくお願い申し上げた

いと思います。 

  ただいま真正会代表の福嶋議員のほうから大きく２点を御質問いただきました。

私のほうからは、森林から創まる地域創生、この関係につきまして御答弁を申し上

げたいと、このように思います。 

  １点目の木造建築（ＣＬＴ工法）、この関係について、調査・研究のこれまでの

状況、それから、これからどういうことを考えておるのか、あるいは方針はと、こ

ういう御質問でありますが、第67回定例会において答弁をいたしましたように、兵

庫県においては、大手ハウスメーカーや木材業協同組合連合会が日本ＣＬＴ協会と

研究会を設立されておりまして、宍粟市としてはオブザーバーとして参加し、情報

交換であったり、研究を続けておる状況であります。 

  全国的な動きとしましては、本年４月にＣＬＴ工法に関する建築基準法が施行さ

れ、準耐火構造の３階建て以下の建築が簡易になったことを受け、大型集成材工場

などでＪＡＳ認定取得の手続が進められておる状況であります。 

  しかしながら、国産材を使用する製品価格においては、１立方メートル当たり15

万円程度と高額でありまして、コンクリートよりも高い単価となっておる状況であ

ります。この工法を普及するためには、材料となるラミナと呼ばれる板材の単価を

下げることが必要でありますが、山元であったり、あるいは製材業等への経営的影

響も出てくるおそれがあるとの課題が考えられ、対応策について引き続き研究する

こととなっております。 

  今後、宍粟市としても、引き続いてこの研究会に参加をし、原木の供給側として

の影響を研究するとともに、国が進める各種検証事業の動きについても注視をしな

がら地域の木材産業界と十分情報を共有して、地域産業の振興に繋げていきたいと、

このように考えております。 

  次に、木質バイオマス発電の関係の御質問でありますが、未利用材を使用した木

質のバイオマス発電につきましては、もう既に御承知のとおり、赤穂市に１万

6,530キロワット、朝来市に5,600キロワットの発電所が稼働をしておりまして、平

成29年度には丹波市に２万2,100キロワットの発電所が完成します。今後、さらに
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燃料となる未利用材の需要が高まることが予想されておるところであります。 

  この木質バイオマス発電における宍粟市の役割としましては、現状においては燃

料供給にとどまっておりますが、森林資源に恵まれておる我が宍粟市の地域特性を

生かし、素材の生産から加工、さらに発電、また熱利用までを市内で担うシステム

の構築の検討は今後の宍粟市の発展のために必要であると、このように考えており

ます。 

  現在、県下においては発電用の燃料原料の確保が課題とされておりますが、業界

においては木質バイオマス発電の小型化の開発が進んでおる状況でありまして、そ

の動向も注視をしながら、私としては新年度から宍粟市の実情に応じた木質バイオ

マス発電の導入に向けた研究を進めていきたいと、このように考えておりますので

よろしくお願い申し上げたいと思います。 

  ２点目のいじめにつきましては、教育長から答弁をさせてます。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 私のほうからは、宍粟市におけるいじめ対策につきまして

の御質問にお答えしたいと思います。 

  御存じのように、いじめは、子どもたちの心や体に深刻な被害をもたらしまして、

健やかな成長を妨げるだけでなくて、生き方にも深刻な影響を与えるものでありま

す。重大な人権侵害であると、このように認識しております。 

  このことに鑑みまして、宍粟市では、平成24年に「教職員向けいじめ早期発見対

応マニュアル」を作成しました。続きまして、平成26年度には「宍粟市いじめ防止

対策推進条例」と「宍粟市いじめ防止基本方針」を策定しまして、いじめの防止等

のために対策を総合的に推進しているところであります。 

  この条例及び基本方針に基づきまして、宍粟市では弁護士や精神科の医師、それ

から臨床心理学を専攻していらっしゃる大学教授などからなる、いじめ問題対策委

員会を組織しまして、専門的な見地から指導・助言をいただいているところであり

ます。 

  また、平成27年度からは、インターネットによるさまざまな問題が起こっており

ますので、ネットいじめ対応ということで、ネットパトロールを専門業者に委託し

まして、ネットいじめの早期発見の取り組みを進めております。 

  また、加えまして、臨床心理士や社会福祉士などの資格を持つスクールソーシャ

ルワーカーを２名配置しまして、そのほか８名による学校サポートチームを相談活

動として行っております。これにつきましては、いじめや不登校などの問題行動に
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早期に対応できるように、学校を支えようということで支援をしています。 

  しかし、いじめはどの学校におきましても発生し得るものでありまして、ささい

なことから予期せぬ方向に推移し、重大な事態に至ることもあります。そのため、

できるだけ早期の段階で学校が把握しまして、そして見守り、必要に応じて指導し、

解決に繋げることが重要であると考えています。 

  宍粟市における昨年度、昨年10月末までのいじめの認知件数は17件でした。今年

度は10月末現在で54件となっております。数字上は約３倍ということで増加してお

りますが、いじめの認知件数が多くなってきたということは、子どもに対する見守

り体制が充実していることの証であると捉え、各学校に対しては引き続きふだんか

ら積極的にいじめを認知しまして、早期対応を行うよう指導しているところであり

ます。その上で、いじめを認知した場合は、直ちに周囲の教職員に報告、連絡、相

談をしまして、組織的に対応を行うように求めています。 

  今後もいじめ問題に対しては、学校、家庭、地域が密接に連携しまして、積極的

な姿勢で早期に対応することで重大事態を未然に防いでいきたいと、このように考

えております。 

  以上でございます。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） 市長にもう一度お伺いしますけども、ＣＬＴ工法について、

先ほどの立米15万円だったですか、やっぱり要するに単価的に高いんじゃないかと。

なかなかそういうことで普及が難しいような話をされたんですけども、御承知のよ

うに、これ一番最初、真庭市で始めたもんですね。真庭市においては現在の建築物

においては、市営住宅、それから社宅、そしてホテルの一部、あるいは市役所前に

バス停があるんですけど、そこに待合室をつくって、それもＣＬＴ工法でやってい

るというふうなことをちょっとお聞きしたんですけども、やはり当初、我が宍粟市

におきましても、市営住宅をＣＬＴでやるというふうなことを計画してたんですけ

ども、やはりそういったことを先にやるということは、それを見に来る、いわゆる

観光にもやはり繋がると思うんですね。そうした意味では、より研究を重ねてもら

って、そして、できれば市営住宅であるような公共のものに、そういったものを使

用していただきたいと、こういうふうに思うんですけど、いかがでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 冒頭御答弁申し上げたとおり、現段階では、かなり製品とし

ては非常に高額ということで、ただ、できるだけ安価でということについては、今、
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随分研究が進んでおりまして、先ほど申し上げたとおり、今後宍粟市もその研究会

に参加する中で、また、業界とも連携をとる中で、可能な限り宍粟でそういったＣ

ＬＴが生産できるような体制も含めて今後大きな課題であると、このように考えて

おります。 

  ただ、前回、市営住宅等々につきましては、先ほど申し上げたとおり、現段階で

は３階建て以下ということでありますので、４階建て以上にはＣＬＴ工法は非常に

厳しい状況であります。したがって、木質化を図る中で、できるだけそういった木

のぬくもりを表現していきたいと、現状ではそういったことを考えておるところで

あります。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） 次に、バイオマス発電について、お伺いをしたいと思います。 

  先ほど赤穂であったり、朝来であったりが今始めておられると。そして、次は丹

波だというようなことをお聞きしましたけども、これもやはり真庭、ここが一番早

くやられまして、2015年の４月だったか、５月に稼働したと思うんですね。国内で

当時最大のもので、一般家庭で２万2,000戸くらいのものを配電できるという、そ

して、未利用材とか、やっぱりそうしたバイオマス燃料、これについてもやはり10

万トン以上使用するというようなことを聞いております。 

  先ほど言われました朝来市につきましては、市長、御存じだろうと思いますけど

も、兵庫県森林組合連合会、あるいは兵庫みどり公社、関西電力、この３者と兵庫

県と朝来市の協働で生野団地において燃料製造から発電まで、この一連の工程を一

体で行う木質バイオマス発電事業、これを名づけて兵庫モデルと言っているそうで

すけども、これを操業開始したということで、これ今月初めに、操業開始というこ

となんですけども、こういったことを各地であっちこっちでやっているんでね、や

はり我が宍粟市においても是非これはやっていただきたい、これも先ほど言いまし

たように観光面にもなるだろうし、いろいろなことで、また視察の対象にもなるだ

ろうと思うんで、こういったことに。 

  ここは、発電能力は大体真庭の半分ぐらいというか、だけど、こうした官民で協

働でやるということについては日本で初めてだということなんで、やはりそういっ

たことをいろいろ考えていただいて、やはり宍粟市においてもできるだけ早くそう

したものに着手していただきたいと、こういうふうに思うんですけども、いかがで

しょうか。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 
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○市長（福元晶三君） 先ほども申し上げたとおり、既に赤穂市はかなり大規模な中

でやっておりまして、あるいは朝来を含めてでありますけども、宍粟市から材を提

供するのは年間約７万立米提供していこうということで、もちろん県森連とも連携

をとりながらやっておる状況でありまして、丹波市もその県森連を含めたところが

なされるわけであります。そういった中、宍粟市も再生可能のエネルギーという観

点からすると、先ほどおっしゃったように、木質バイオマス発電というのは非常に

大きな効果が出てくるし、宍粟市らしいエネルギーの供給になると、こう考えてお

りますので、繰り返しになりますが、新年度からそういったことの研究を開始して

いきたいと、今のところそのように考えております。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） これ、昨日か一昨日、ちょっとテレビかけたら、ちょうどそ

のバイオマスのことについてやってましたので、ベンチャー企業であるレノバとい

うのがあって、そこの木南陽介という社長、まだ若いんですけどね、これからはや

はり環境に優しいバイオマス発電と風力発電だと言われまして、ここの会社は太陽

光もやっているんですけども、太陽光よりもやはりこれからこういったことだと。

そして、これは地方創生にも繋がると。地域に合ったエネルギーですね、いろいろ

風のあるようなところは風力で、あるいは森林の多いところではそうした木質バイ

オマスでということだろうと思うんですけどね、やはりこういったことを地域密着

型というものを目指して、やはりこれから先、一兆円規模になるような日本代表に

なるような、そういうものに成長させたいというようなことを言われたんですけど

ね。やはりそういったこともいろいろと研究していただいて、そして一日も早くバ

イオマス発電というものは私としては環境に優しい、そして燃料はたくさんあるだ

ろうと思うんで、そういったことも含めてやはり宍粟市でやっていただきたいと、

こういうふうに思うんで、もう一度ひとつ。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 宍粟市はそういった状況でありまして、木質バイオマスとい

うのは非常に大きな宍粟市の特色も出せるのかなと、こう思っています。 

  繰り返しになりますが、非常にそういう小型化も進んでおりまして、そういった

ことも含めて研究を開始していきたいと、このように思っています。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） 続きまして、いじめにつきましてですけども、先ほど言われ

ました17回であったものが54回と増えたと。増えたことはいいことだろうと思うと
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いう、それは当たり前のことで、私もそういうふうに思います。そういうふうにな

ることがいいことだろうと思います。 

  ただ、ここの加古川市におきましても、こういうふうにいわゆる重大事態になっ

てからの発言というのは全国一致しているんですね。そこで、もう一つ、いじめを

防ぐのに、ここに書いてあるんですけども、子どもたちの人間関係の変化に教師が

いかに早く気づけるかというようなことを書いてあるんですけども、教師の力量を

向上させる努力が必要であり、いじめが起きてからの対策よりも、いじめを起こさ

せない教員の力量こそ必要だと。これは文部省が書いていることなんですわね。あ

るいはもう一つ、専門家は教員に対して早期発見する感度が求められる時代である

とも言っています。 

  だけど、反面、これ私は思うんですけども、教師にはやはり授業はもちろんそう

した雑用も含め多くの仕事があるわけですね。そうした忙しい中で、本当にいじめ

対策というものがきっちりできるんだろうかという、やはり疑問があるんですね。

こういう点について、教育長の見解を伺います。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 今、発言していただいたとおり、やはり先生の持っている

感性が非常に大事だと思います。また、高いアンテナを持つということも、このい

じめ等に気づく、発見することに繋がっていくんではないかと思っています。 

  確かに、今、御指摘いただいたように、多忙を極めているというふうに言われま

すが、その一日の先生の生活の中を見ますと、朝、子どもを迎えるところから、ホ

ームルーム、そして学級づくり、道徳の時間をはじめ各教科とずっと当たっていく

中で、常にその時々でそういうものに気づく、そういうことが大事であるというこ

とで、これにつきましても、校長会でも常にということで、先生方に伝えてもらう

ようにお願いしているところであります。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） そこで、やはり早期発見、あるいは早期対応というようなこ

とで、やっぱりスクールカウンセラー、あるいはスクールソーシャルワーカーであ

ったりの、あるいは元警察官、あるいは元教師というね、やはりそういった人たち

を課題のある学校への派遣というような、そういった拡充についてということなん

ですけども、現在の配置というか、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ

ーカーは今何名ぐらいおられるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 
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○教育長（西岡章寿君） 今年８名と先ほど言いましたが、学校サポートチーム、そ

のうちスクールソーシャルワーカーが２人です。それから青少年育成センターが２

人、適応教室から２人来ていただいています。それから、教育委員会も入っている

ということで、８人で組織して対応しているところであります。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） その８名の方ですね、年に何回とかお集まりになって、そう

した会合とか、そうした連携をとられるという意味でね、そういったことをやられ

ておるんでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） この８名は毎週２回集まって、そこで協議をして、また教

育学校についての情報収集をして、そして対応していることで、毎週２回は全員が

集まって話し合いをしております。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） 別の質問になりますけども、子どもがいじめに加担するとい

うことにつきまして、やはりその背景に子どもの現代的なあれだろうと思うんです

けど、ストレスがあるというんですけどね。そうした子どもたちのストレスについ

て調査というか、そういったことはしたことはないでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） これにつきましては、いろいろな調査の仕方があるんです

けど、今、宍粟でたくさん使っているのは業者名になって申しわけないんですけど、

Ｑ―Ｕテストというのを使っておりまして、これは定期的に学期に１回とかいうふ

うに使っております。これをやりますと、ストレスがすごく出てきまして、どうい

うところで、学級の中とか、遊ぶ場面であるとかいうことで、出てきますので、そ

れをそれぞれ学校で分析しまして、その子に相談をして、そういうストレスの解消

に努めていこうという取り組みはどの学校でもやっております。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） これは国立教育政策研究所の調査なんですけども、御承知だ

ろうと思いますけども、９割近くの児童生徒というものがいじめの被害者でもあっ

たり、また加害者でもあるという、こういう結果が出ていますね。だから、先ほど

教育長が言われたように、いじめというものが見えなくても、どっかで発生してい

るんだという、やはりそうした発想で、いじめ対策というものを行っていただきた

いと思うんですけども、こういったことは御存じだろうと。 
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  それから、もう１点は、冷やかしであったり、単に冷やかし、あるいはからかい

であったりという、ささいに見えることなんですけど、こうしたことについてもや

はり複数の相手から繰り返し言われると、それが追い込まれて自殺を考えるという

か、そういったほうに行ってしまうということがあるんで、やはりそういったこと

についても細かく注意をしていただきたいと思うんです。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 今御指摘いただきましたように、いじめを許さない学校と

いうことで、チーム学校として先生が先ほど申しましたように、報告・連絡・相談

を綿密にしながら、先生が一人だけで抱え込むこともないように、チームとしてこ

ういういじめを許さない学校をこれからもつくっていけるように取り組んでいきた

いと、このように考えております。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） これはまたがらっと変わるんですけども、原発事故で、これ

も新聞紙上を賑わしましたけども、福島県から横浜市に避難した中学１年生の生徒

がばい菌だとか、賠償金などと言って、そういう言葉を使ったいじめに遭っていた

と。そして、５年生当時には、賠償金をもらっているだろうなどと言われて、約10

人の生徒にゲームセンターや食事代というものを払わされたと。これは生徒側の金

額なんですけど、約150万円ぐらい、そういったことがあったという。そして、そ

れに対して、こういう内容なんですけど、そういったことに対して、これ2011年の

８月ですから、東北の震災の３・11のその同じ年の８月に２年生で転校して、間も

なくいじめが始まって、６年生のときには、そういう手記に、今まで何回死のうか

と思ったというようなことが書いてある。それを父親が重大事態だと言って学校側

に訴えたんですけど、これについて学校側は聞き入れなかったと。学校も市の教育

委員会も生徒の金銭被害というものを認識しながら重大事態として協議しなかった

というようなことがあるんですけども、この辺についてはどういうふうに感じます

か。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 同じ日本の教育に携わる者としては非常に残念な出来事で

あったと、このように考えております。宍粟には、福島からやってきた子はいない

わけですけども、この原発にかかわらず、いろいろな災害等に遭った子もおります

ので、そういうことも含めまして、チームとしてそれぞれの学校でこういうことが

起こらないようにということで、一昨日も校園所長会でいじめについての対策、対
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応、そして高いアンテナを持って取り組んでほしいという依頼もしたところであり

ます。 

○議長（秋田裕三君） ８番、福嶋 斉議員。 

○８番（福嶋 斉君） この子どもさんは、今、中学１年生なんですけども、そうし

た学校に行けないで、フリースクールみたいなところに通っているというようなこ

となんですけどね、やはりその手記の中で、お父さんがすごくこのまちに来て頑張

っておるんで、僕も頑張りたいというような、そういったこと、だから、死なない

で頑張るみたいなことが書いてあったというふうに言われています。 

  それから、もう一つ、これは原発で新潟に避難した児童に対して、担任ですよ、

担任の先生が○○菌君と言って呼んでいたと。だから、当然子どもたちは○○菌君

と呼ぶというのは当たり前になっていたというようなね、この件についても、つい

最近、12月の６日の６時30分に保護者会で学校の説明があったけども、担任のいわ

ゆる○○菌君と呼んでいた点については学校側は触れなかったというんですね。は

っきりしているのに、こういったことには触れなかったということについて、こう

いったことが、私が言いたいことは多過ぎると思うんですね。だから隠さないで、

教育委員会においても、あるいは学校側においても、先ほどの回数が17回から54回

になったというような感じで、やはり隠さないで、そうしないと後になってから大

体同じような謝り方をするわけですね。そうじゃなくって、できるだけ小さいうち

に、あるいは起こさせないようにするという、こういったことについて、最後にお

伺いしたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） いろいろ御指摘ありがとうございます。今、ありましたよ

うに、旧のいじめの定義から新しいいじめ推進法ができまして、いじめの認識が随

分変わってきました。そういうことで、非常に軽微な事案とか、それから単発の行

為、それから過去のいじめ事案等についても件数として上げるようになっておりま

して、先生もそのことにつきまして、積極的に認知をしていこうというふうな姿勢

を持ってくれておりますので、宍粟におきましても、そういう子どもたちが悲しむ

ような事態、また、いじめが深刻化することのないように、学校、それから教育委

員会、同じようにスクラムを組んで今後もいじめを許さない学校づくりに取り組ん

でいきたいと、このように思っているところであります。 

○８番（福嶋 斉君） 終わります。 

○議長（秋田裕三君） これで、真正会、福嶋 斉議員の代表質問を終わります。 
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  午前10時15分まで休憩といたします。 

     午前１０時０４分休憩 

                                       

     午前１０時１５分再開 

○議長（秋田裕三君） 休憩を解き、会議を続けます。 

  続いて、政策研究グループ「グローカルしそう」の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） 13番、鈴木です。政策研究グループ「グローカルしそう」

を代表して質問を行います。 

  今回は、大きく２点についてです。 

  まず、１点目、宍粟市の教育についてです。 

  今年４月19日に全国学力学習状況調査が実施されました。そして、９月29日には、

国立教育政策研究所から調査の結果、また授業のアイデア集などが公開されていま

す。 

  本市では、広報12月号で宍粟市の結果とともに、宍粟学力向上検討委員会による

分析、宍粟市の課題、解決策等が公開されます。 

  そこで、今取り組みを進めているアクティブラーニングとの関係について、市長、

教育長の見解を伺います。 

  もう１点、教育についてです。 

  先日、12月１日より、認定こども園の運営法人の公募が始まりましたが、現在、

平成21年８月に作成された宍粟市幼保一元化推進計画の進捗状況と、幼稚園、保育

所、認定こども園における幼児教育・保育の今後の方向性について、市長、教育長

の見解を伺います。 

  大きく２点目です。自治基本条例についてです。 

  平成23年３月に策定された宍粟市自治基本条例については、第36条の５年を超え

ない期間ごとにこの条例を検証し、必要な見直しを行うという規定どおり、平成27

年２月から12月まで検証作業が行われました。特に、第20条の住民投票については、

策定以降未施行の状態であり、検証委員会では、常設型が望ましいという結果を市

長に諮問しています。そこで、この住民投票について、この１年間、どのような検

討がなされたのか、また、見直しの方向性について、市長の見解を伺います。 

  以上です。 
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○議長（秋田裕三君） 鈴木浩之議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） 政策研究グループ「グローカルしそう」代表の鈴木議員の御

質問、２点いただいておりますが、私のほうからは自治基本条例について、これに

ついて御答弁を申し上げたいと、このように思います。 

  平成23年４月に施行された宍粟市自治基本条例においては、第20条に市政に関す

る重要な事項について、市長に対し直接住民投票の実施を請求できることを規定し

ておりますが、御質問のとおり、未施行となっておる状況であります。 

  この規定につきましては、自治基本条例の制定に当たり、設置された自治基本条

例検討委員会において、市民主体のまちづくりに向け、将来住民投票制度の設置の

必要性についての審議結果を踏まえて明文化したところでありますが、住民投票制

度に関する議論は自治基本条例の検討とは別の協議の場を設置する中で調査・研究

をしていくことが必要であるとの見解が示され、条例制定時は未施行としたもので

あります。 

  平成27年度に設置された自治基本条例検証委員会の答申では、御質問にもありま

したとおり、住民投票は議会の議決を要しないで、住民投票ができる常設型か望ま

しいという意見をいただいております。また、住民投票の実施に向け、さらに議論

を深める必要があるのではないかとの意見もあり、このような意見をいただく中で、

住民投票制度について、先進地の事例をもとに調査・研究を現在行っているところ

であります。 

  １点目の教育につきましては教育長より答弁申し上げます。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 私のほうからは、宍粟市の教育についてということでお答

えしたいと思います。 

  初めに、宍粟市の教育の現状、それから学力とアクティブラーニングの関係の御

質問についてお答えいたします。 

  中央教育審議会では、学習指導要領の次期改訂に向けまして審議中でありますが、

これからは、学びの量とともに質や深まりが重要であるとしまして、各教科ごとに

習得・活用・探求の学習課程全体を見渡しながら、一つ目として深い学び、二つ目

としまして対話的な学び、三つ目としましては主体的な学びという、この三つの視

点に立って学び全体を改善していくことが必要であると提言されています。 

  こうした主体的、対話的で深い学びが実現するように、日々の授業を改善してい
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くための視点を共有しながら、授業改善に向けた取り組みを活性化していくことが

アクティブラーニングの取り組みというふうに考えています。 

  今年度の全国学力学習状況調査の宍粟市の結果でありますが、小学生は全国平均

を国語・算数ともに４～５ポイント下回っております。中学３年生では、１～３ポ

イント程度下回っているというのが現状であります。 

  現在、しそう学力向上委員会では、効果的な対策等の検討を進めておりまして、

年度末までに学校に対しましては、アクティブラーニングの考え方を取り入れた授

業改善の視点等を提言していく予定としております。 

  これまでも各学校では、子どもたちの対話的な学びの場面を積極的に取り入れて

授業づくりに取り組んでおりますが、そうした意味におきまして、アクティブラー

ニングの取り組みを進めてきたと言えますが、さらに主体的な学び、それから深い

学びに繋げていくように検討を進めているところです。 

  教育委員会としましては、学校現場の先生方や家庭、地域の方々の意見にしっか

りと耳を傾けながら、これからの時代を生きていく子どもたちに必要な学力を育む

ため、一つ一つ着実に進めていきたいと、このように思っております。 

  それから、次に、幼保一元化推進の進捗状況という御質問でありますが、宍粟市

幼保一元化推進計画は、平成21年度に策定し、市内の全ての７中学校区におきまし

て、幼保一元化による施設再編を行うことにより、幼児教育・保育の質の確保と質

の向上を図るものであります。 

  現在の進捗状況につきましては、千種中学校区における１園の整備となっており

ます。一宮北中学校におきましては、協議会を設置しまして、平成31年４月の開設

に向けての協議を進めているところであります。 

  最後に、幼児教育・保育の今後の方向性についてでありますが、就学前の幼児教

育・保育は、乳幼児の生涯にわたる人間形成の基礎を培う者として大変重要な役割

を担っていると思います。 

  そこで、宍粟市では、幼保一元化による認定こども園の整備によりまして、幼児

教育・保育の環境を整え、保護者の就労の形態にかかわらず、乳児から幼児までの

一貫した幼児教育・保育を行うことによりまして、集団を通した体験と子どもの発

達の連続性の確保、それから小学校と地域との連携により、宍粟の次世代を担う子

どもの育成支援を図ることにしているということであります。 

  以上でございます。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 
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○１３番（鈴木浩之君） では、再質問をさせていただきます。ちょっと答弁と入れ

かわって、こちらの通告順にさせていただきます。 

  まず、教育についてから再質問させていただきます。 

  先ほど全国学力学習状況調査の結果については、明日ぐらいですか、もう広報が

出るので、市民に対しての公開になるとは思うんですけども、これ前々から申し上

げているんですが、４月にやって、それで９月ぐらいにはもう国の見解というか、

国立のそういった教育政策研究所とか、シンクタンクの結果が出るんですけども、

これもうちょっと速報値とかという感じで、早く公開できないかというのがまず聞

きたいところ、また、それをできない理由が明確にあれば、ちょっとお伺いしたい

んですけど。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） ９月の中ごろに家庭にもその結果を報告できるようにして

おります。その後、宍粟市では学力向上検討委員会ということで、そこで大学教授

等を呼びまして、市内の状況を検討して、そして11月後半にはそれを発表できると

ことで、12月号に発表しているというのが現状であります。 

  ただ、学校ごとにはそれぞれの課題が違いますので、そのことについては学校ご

とに対応をして、課題解決に向けての取り組みを学校単位でやってもらっておりま

す。 

  それから、成績の公表を早くということですが、私の方針でもありまして、宍粟

市はこの宍粟市の成績の状況を公表させていただいております。市民の皆さんと共

有しながら一緒に子どもたちを育てていきたいという思いの中でしておるんですが、

この西播磨管内では宍粟市しか成績の公表はしておりませんので、宍粟市の皆さん

とともに、子どもたちを育てるために公表しながら、一緒に子どもたちの学力向上

に進んでいきたいと、このように思っております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） その方針には賛同するわけですけども、実際に12月くらい

にいろいろ公開されて、家庭教育の充実であるとか、そういう本当に市民に対して

協力を求める内容がほとんどです、今まで。ですので、もっと早くにそれを公開し

ていかないと、４月にもうそれが出て、９月には結果がわかっていて、この３カ月

間、２学期いっぱいは何もかかわれないままに、地域としてですよ、各家庭にはあ

る程度の指針が示されているんだと思うんですけども、地域としてかかわっていく

とかということに関しては、非常に手遅れになってしまうということがあるんで、
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もうちょっとそのあたり、御検討いただければなと思います。それはいろいろな事

情があるのでしょうから、なるべく早くとかしか申し上げられませんが。 

  あと、細かい結果については、広報のほうからまた拾いたいと思いますけども、

その今回の調査の中で、学習状況調査というのもあるんですけども、アンケートみ

たいなものですね。それで、新規の項目の中で、主体的、対話的で深い学びの視点

による学習指導の改善に向けた取り組み状況というのがありまして、それが子ども

たちも先生というか、学校側もそれに対応する質問があるんですけども、それをし

ているということと、平均の正答率というのは相関があるというのがしっかりと示

されていますので、やはり主体的、対話的で深い学びの視点によるというところが

重要なのかなというふうに思っています。 

  そこの点でいくと、ちょっと資料を出させていただきます。これはアメリカのＮ

ＴＬですね、ナショナル・トレーニング・ラブラトリーが出しているランニングピ

ラミットということなんですけども、ここでどういう学習形態が学習の定着率が高

いか低いかというようなところで議論されてきたわけですけども、この図というの

は、この図の学習の定着率の根拠自体がちょっと不明確ということで、眉唾の部分

もあるんですけども、いろいろな学習の形態を示すという意味では非常にしっかり

整理されたものかなと思います。 

  これ、実は、つい最近、アクティブラーニングという言葉がはやり出したという

か、文部科学省のほうでも言い出しているんですけども、この図を僕が見たのは、

もう20年以上前の話で、アメリカのほうではそういった体験的な学習とかというと

ころに先駆けてこういったところを整理して、いろいろ国を挙げてというか、やっ

ていたんですけども、この中でやはり、学習の定着率は置いておきますけども、上

から学習として講義、話を聞く、いわゆる授業的な部分、あと読書、本を読んでと

いうところ、あと視聴覚、いろいろ映像も音声も含めての視聴覚、あとデモンスト

レーションということで、上から学習の定着率が５、10、20、30ということで、講

義は学習の定着率は５％ぐらいだというふうに言われています。そこまでがアクテ

ィブの反対、パッシブですね、受動的な学習というところです。その下、グループ

ディスカッション、あと自ら体験する、あとほかの人に教えるというのがアクティ

ブラーニングというところで分類されてきて、ここからですと、学習の定着率はこ

の論理でいくと、50％から90％の学習の定着が図れるというふうに言われています。  

  で、今、必死に文部科学省が音頭をとってこのアクティブラーニングを推進しよ

うというふうに言ってます。それは、文部科学省が言っているんでということもあ
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ると思うんですけども、実際、このアクティブラーニングの効果と、あと逆に言っ

たら、万能薬ではないのでデメリットも出てくると思うんですけども、そのあたり

教育委員会として、どのように捉えて、今アクティブラーニングを進めようとして

いるか、お伺いします。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） ラーニングピラミットというのは、私初めて、申しわけな

いんですけども、見たんですけども、私たちも教育というのは、今言っていただい

たように、授業を受ける、話を聞くよりも、さらに模倣することが学びが深い、そ

れから、さらに体験することはもっと学びが深い、そして、学んだことを人に伝え

ることによって定着するということで、他の人に教えるということは、さらに定着

率が高いというふうに理解しておりまして、このことについても校長会等でもお話

させていただいているところであります。 

  そのことによりまして、先ほども申しましたように、１番目の深い学び、そして

主体的な学びにこれを続けていきたいということで、これまでもいわゆる班活動等

を通じて調べる、学び合う、そして教え合うというようなこともやっておりますの

で、今後もその今御指摘いただいた部分を大事にしながら、アクティブラーニング

として続けていきたい。そして、先ほども言いましたように、今年度末に向けまし

て、提言を先生方でも、授業改善の視点の提言ですが、これをしていきたいと、こ

のように計画しております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） すみません、いろいろ研究されているとは思うんですけれ

ども、これアクティブラーニングということで、基本学習者、学校で言えば子ども

たちのところに大分比重がかかってくるんです。主体性であるとか、対話というと

ころで、子どもたちがどのように学習に取り組むかというところの取り組み姿勢み

たいなものが非常に重視されます。ですので、これ弊害としては、そもそもモチベ

ーションが低いというか、やる気とか、そういったところがどうしても発揮できな

い子たちにとってはどんどん置いていかれる状況が懸念されています。 

  ですので、一部では、東京大学だったと思うんですが、もうアクティブラーニン

グじゃなくて、これはインタラクティブ・ティーチングなんだと、お互いに教え合

うという意味の活動なんだということで、上の講義であるとか、読書とか、視聴覚

とか、デモンストレーションって、パッシブというか、受動的な学習のほうもやは

り基礎的な知識であるとか、技能の習得には非常に重要だということの見解も示し
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ているんです。 

  ですので、とにかく万能薬ではないということ、あと、これが学習者の大分準備

というか、心の取り組み姿勢に大分影響を与えるので、先生の力量というのは相当

求められるというふうに思っています。なので、是非とも、とにかく何か対話をす

ればとか、ワークショップ的にやればとか、教え合えばということで解決するもの

ではないということだけちょっと認識いただければなというふうに思います。 

  それで、先ほどの学習状況調査というか、学力調査との件なんですけども、やは

り今回報道にもあったとおり、秋田県とか石川県が結構上位に来てます。特に秋田

県はこれまでもずっといいところというか、学力に関してはトップを走り続けてま

すけども、ここで、この前、これテレビでもやってたんですけども、その中でも東

成瀬村というところがあって、人口2,600人くらいの小さな村なんですけど、小学

校、中学校１校ずつです。そこの小学校が秋田県の中でも断トツにいいんです。 

  そこの中で行われている授業はどのような授業かなということで、前回とか前々

回かな、そういった話をしたときには、受験対策をしているんだというところで、

それも世界的に見たら、問題を公開してしまうので、受験対策に走っても仕方のな

い状況というのは理解できるんですけども、本当にそうなのかなというふうに見た

ところ、やはりそこで行われていたのは、まさにアクティブラーニングでした。こ

のアクティブラーニングは文部科学省が言い出したのも、結局、何で秋田はあんな

に学力が高いんだというところから、どういった授業がなされているんだとか、ど

ういう地域と学校のかかわりがあるんだというところで調査した上で、これはまさ

にアクティブラーニングではないかというところで、理論づけていって、それを国

策としておろしてきているというふうに僕は思っています。 

  ただ、先ほども申し上げましたとおり、アクティブラーニングは万能薬ではあり

ませんので、いろいろな弊害もあります。ですので、その意味で、今までのように

しっかりと教室に座って、先生の話を聞くというところから、しっかりと知識の定

着を図るということも重要であるので、そのあたりのことも含めてちょっと手放し

にそれを受け入れるだけではなくて、実際に宍粟市の今の状況に合っているのかど

うなのかというところも検証した上で導入していただきたいなと思います。 

  それと、あと学力状況調査の件で、これは10月の教育委員会の議事録をちょっと

見ていたときに、ちょっと疑問符だったんですけど、その学力学習状況調査の結果

がそこで報告されたんだと思うんですけども、教育委員の方から、これ平均点がど

んどん下がってきているということを含めて、検討委員会後、きちんと対策か講じ
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られているのか、それが確認されているのかということを教育委員会事務局とかに

問うているんですけども、僕の認識では、それをすることが教育委員会の仕事では

ないのかなというふうに思うんですけども、そのあたりどう捉えたらいいのかなと

思います。そういうところにしっかりと指導がなされているのかということをチェ

ックしたり、そもそもの指導の方針を立てるというのが教育委員会の役割、責務で

はないかと思うんですけど、そのあたりちょっと見解をお伺いします。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 初めのアクティブラーニングにつきましては、それが全て

やとは私も思っておりませんが、先ほど言われましたように、小学校45分、中学校

50分の中で、この場面ばかりを使っていると授業がなかなか前にいかないというこ

とで、場面に応じてそれぞれ先生方が工夫して使ってもらっております。特に、デ

ィスカッション力といいますか、コミュニケーション力か非常に今の子は弱いとい

うことで、そういうものの力をつけるためにも、このアクティブラーニングの部分

を使うことは有効な部分ではないかなというふうに捉えております。 

  それから、検証の部分ですが、これにつきましても、各学校に全ての情報をおろ

します。また、学校単位でもっと詳しい情報を持っておりますので、一つ目は先ほ

ども言いましたように学校単位で、学校ごとの課題を解決するために校長をリーダ

ーシップのもと、学校での課題を解決する取り組みを行う。これは、６年生を持っ

ているとか、中学３年生を持っているその先生だけではなくて、積み重ねでありま

すから、チーム学校としての取り組み、課題解決をやってもらっております。 

  それから、教育委員会としては、市全体の結果をもとに、先ほども言いました、

学力向上検討委員会での意見を踏まえて校長会を通じて課題を提示しまして、これ

についての解決を図ってほしいということで、教育委員会からの指導もちゃんとし

ておるということで御理解いただきたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） わかりました。結局、どこにその専門性というのが発揮さ

れるかというのが全くわからなくて、そういった、はっきり言うと、やはり宍粟の

中でも地域差があるはずなんです。地域でここの地域はなぜか算数とか数学が強い

とか、ここは劣っているとかいうところが多分あるはずなんです。そこには何か原

因というか理由があるはずなんで、そういったところも含めて、そこをしっかりと

分析して、それでこういうところが効果的だという見解を示すとかいうのは、もう

教育委員会の仕事、それは事務局ではなくて教育委員会本体ですね、の仕事だと思
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うんですけども、そういったところに是非ともこれまでの経験であるとか、専門性

を生かしていただきたいなというのがありますので、是非ともそういったところを

ちょっとしっかりと分析していただきたいなというふうに思います。 

  義務教育の関係については、これで一旦終えます。 

  同じ教育のことについて、幼保一元化のことについて、ちょっと次に伺います。 

  先ほど平成21年８月に策定された幼保一元化計画の進捗ということで、千種での

認定こども園１軒ということが実際の状況です。幼保一元化計画というのが平成21

年８月なので大分前に立てられたので、その社会状況とか、少子化の状況等も変わ

っているかとは思うんですけども、そのときに、平成19年度から21年度の３カ年連

続して１施設25人を下回る施設を優先的に幼保一元化の対象にしますということで、

幾つか幼稚園の名前が挙げられていたんですけども、この基準というか、優先順位

というのは今も変わらないんでしょうか、そのあたり伺います。 

○議長（秋田裕三君） 藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） その考え方は変わっておりません。その考え

方から波賀、一宮地区について今進めておるところであります。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） それを見ますと、幼保一元化計画の一番最後のページなん

ですけども、波賀中学校区は野尻と道谷の僻地保育所というのがもうなくなったん

ですけども、あって、そこは１施設で25人を下回るというふうになっていたんです

けども、ここはもう統合されて波賀幼稚園になって、３歳児からも含めてなんです

けども、１施設25人を下回るということはないというふうに思います。 

  それよりも、いろいろほかの一宮北中学校区、南中学校区、あと山崎の東中学校

区、山崎の西中学校区ということで、この基準に当てはまるというか、早く適正な

集団を維持していかなければいけないというふうに優先順位を立てられたところが

ほかにもいっぱいあるんですけども、そこに対してはどういったアプローチをされ

ているのか、お伺いします。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 25人というのは一つの大きなめどでありますが、御存じの

ように宍粟市は非常に広いということで、地域によっては25人を下回っても一つの

施設として認めていかなくてはいけないというふうに認識しております。一宮北と

それから一宮南を例えば一つにするというようなことは物理的に、また子どもの体

力から見ても、どうしても不可能であるというふうな認識のもとで進めていきたい
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なと思っております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いや、僕は一宮南中学校区と一宮北中学校区を一緒にしろ

というか、そういう方針があるのかどうなのかを聞いたんではなくて、そこに掲げ

られている、当時ですけど、菅野、土万、伊水、都多、染河内、下三方、繁盛とい

う、そのあたりをどのように再編していって、その25人を下回らないようにしてい

くかというところに、どうアプローチしているのかということをお伺いしているん

ですが。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 最初にも答弁しましたように、中学校区を一つのめどとし

て進めたいというふうに考えておりますので、その中学校区の単位でこども園とし

ての数を確保していきたいということで進める予定にしております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いやいや、そういうことを聞いているんではなくて、中学

校区に幼稚園の名前があって、そこが１施設３カ年連続して25人を下回ることが予

測されるから、そこを幼保一元化で再編していきましょうと言っている以上、山崎

西中学校区とか東中学校区、あと一宮南中学校区、一宮北中学校区が優先順位が高

いんではないんですかということを申し上げていて、その方針に変わりはないとお

っしゃったんで、だったらどういうふうなアプローチをされているのかということ

を聞いているんですが。 

○議長（秋田裕三君） 藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） 小規模化の幼稚園があるということで、山崎

にも存在するということはもう十分認識しております。しかしながら、学校規模適

正化と同時に進んできたという経過がありますし、山崎についてはその動きがまだ

なかったということで、幼保一元化の動きも進んでおりませんでした。そのために

この小規模幼稚園の対策ということも兼ねまして、今回公募してその幼保一元化の

計画に山崎地区も合わせていこうということで今進めておるところであります。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いろいろ時代とともに法律も変わり、状況も変わりで、平

成21年に策定した計画、なかなか進捗していってないというのは理解できますが、

是非ともその一本筋の通ったというか、教育委員会としての方針を貫いていただき

たいと思いますので、そこだけはぶれないでいただきたいというふうに思います。
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ぶれないで済むんであれば。 

  では、その中で幼保一元化推進計画の背景にあるのが適正な集団規模というとこ

があるんですけども、現在、どういった集団規模が就学前教育というか、幼児教

育・保育の中で必要というふうに考えて再編を進めていらっしゃるのか、そのあた

りをちょっと伺います。 

○議長（秋田裕三君） 教育委員会、藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） 基本的には、集団規模の数としましては30人

以下としております。宍粟市としては25人が適正かなということで、それをめどに

計画を進めておるところであります。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いろいろ計画等の中とか、あと地域の委員会とかでも４、

５歳児で１学級25人から30人という基準を示されているんですけども、そのいろい

ろ聞かれていると思うんです。何が適正規模なのか、なぜその人数なのかというこ

とを多分聞かれていると思いますし、その根拠を持っていらっしゃると思うんです

けど、今どういう根拠のもとに、その１学級25人から30人が希望というのを適正と

いうふうに見ているか、そのあたりを伺います。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） これは市民アンケートをさせていただいた中での適正な規

模というのが25人から30人であったということで、宍粟市においてはこの数が適正

な人数ではないかということで、この数を出させていただいております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） ただ、説明の中では社会性を育むためにというところでの

ことで、それくらいが妥当なんだということもおっしゃっていますし、市民アンケ

ートでそれくらいということが御希望としてあるのはわかるんですけども、それは

あくまでその方々というか、私も含めてかもしれないですけど、自分の経験上その

くらいの人数がいたときに、賑やかで楽しかったというぐらいの根拠でしか僕はな

いと思うんです。はっきり言うと僕なんかは、大規模校、マンモス校で育ってます

ので、非常に小規模な集団がうらやましかったです、こちらに来て。ということも

あって、その人の経験に左右される部分です。 

  実際に就学前教育は何人ぐらいが適切かというところのその根拠ですね、学術的

なというか、というところを調べたんですけど、なかなか見つかってなくて、今、

多分2016年度にある一定の教育経済学から適正規模がどれくらいかというところが
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示されるというふうには言っているんですけども、４、５歳児とか幼稚園の適正規

模というのが根拠がないんです。そのあたりどう考えてますかね。なぜその人数な

のかというところをどう捉えているのか、ちょっとお伺いします。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） この幼稚園の場合は30人が最大１クラスというふうに決め

られております。30人について担任１人、31人になれば２クラスになって担任が２

人つくというふうな決まりがあります。したがいまして、そこを一つのめどとして

おりますが、市民の皆様の願いとしてはその25人から30人が適切であろうというふ

うなことでのアンケート結果をいただいている。 

  しかし、今言われましたように、小規模校を決して軽んじるわけではなく、小規

模の集団も大事にしていきながら、今後、こども園に向けての適正化ということで

の一元化に向けての取り組みをしていきたいというふうに思っております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） その適正規模というところにはいろいろな報告が出ていま

す。アメリカなんかは日本では絶対できないような社会調査で何十年も追っかけて

コントロール分と対象分というか、をつくってやったりしています。なので、コー

ルマン報告であるとか、グラススミス曲線であるとか、あとカーティス報告である

とか、そういったところでやはり小規模校のほうが教育効果が高まるというところ

は言われています。そのあたりを考えると、１校100人以下なんですね。学校の分

です。小学校でいくと16人以下が一学年。中学校も33人以下というのが出てますの

で、文部科学省が示す１校12クラスから18クラスとか、そういった文部科学省が示

すのは標準であって、適切ということとはちょっと違うということだけ申し上げま

す。 

  あと、ジェームズ・ヘックマンというノーベル経済学賞をとった人なんですけど、

この方がつい最近出した本で、ペリー就学前プロジェクト、アベセダリアンプロジ

ェクトとかって、アメリカの大規模な社会実験の結果をもとに、幼少期の教育が認

知スキルとか、あと非認知スキル、忍耐力であるとか、自信、協調性、主体性など

のところに効果があるというところを言っています。 

  先ほどのアクティブラーニングのところに繋がるんですけども、そのあたりやっ

ぱり幼児教育の中でしっかりとやることによって、就学後、学校のところの授業と

かについても繋がっていくということが示されています。そういったところで、や

はりいろいろな研究であるとか、調査の部分をしっかりと調べていただいて、自分
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たちはどの論拠に立つのかというところをしっかりと市民に示していただかないと、

25人から30人ぐらいがいいというふうにアンケートの結果だから、それに合わせて

集団規模を一緒にするんだと言ったり、あと、これもある中学校区の地域委員会の

議事録の中で、誰が言ったか、私はわからないんですけど、適切な人数の中で子ど

もたちが泣いたり、痛がったり、悲しんだりして学ぶことが社会性を身につけると

おっしゃっている方がいらっしゃるんです、教育委員会の方に。いやいやそんなこ

とを求めていませんし、そういうことは裏を返せばというか、体罰であるとかいじ

めをある程度それもしあないだろうというふうにも捉えられますので、そのあたり

も含めてそれが適切な人数の中で社会性を身につけるところだというふうに説明さ

れたら、保護者は引きますからね。そのあたりも含めて実際に何でその人数なのか

というところの根拠をしっかりと研究していただきたいと思います。 

  次に、自治基本的条例の件に行きます。 

  この１年間、いろいろな先進事例等をもとに検討されているというふうには伺っ

たんですけども、実際、住民投票条例、平成28年度中に策定する気があるのかどう

かだけ、ちょっとまず伺います。 

○議長（秋田裕三君） 中村企画総務部長。 

○企画総務部長（中村 司君） 住民投票条例につきまして、この自治基本条例の中

で第20条、未施行になっている部分なんですけども、これにつきまして県下の状況、

あるいは全国的な状況、それからメリット、デメリット等をちょっと調査のほうを

させていただいております。 

  その中で、やはり現在の議会制の間接民主主義の部分、その部分で個別型をとっ

ておられる自治体が県下の中で自治基本条例、それに類する条例をつくられている

のが19市あるんですけども、その中で住民投票条例を掲げられている、記述がある

のが15市町、その中で常設型というのが１市、現在のところなっているという状況

でございます。 

  ですから、この部分について、やはり住民投票条例、常設型にするのか個別型に

するのかということで、常設型という御意見をいただいております。この部分につ

いて、やはり議会の権能、あるいはその部分、議決を要しないような条例となって

きますので、今後その部分についてメリット、デメリット、やはりある程度御意見、

いろいろな有識者の御意見等もお伺いしながら、制定のほうをさせていただきたい

と考えておりますので、平成28年度中はちょっと間に合わないと考えております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 
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○１３番（鈴木浩之君） 検証委員会が常設型が望ましいというふうに諮問をされて、

議会も同様の意見を付しているはずです。議会もそれは議会の議決なしに発議でき

る住民投票条例というか、常設型を別につくってもいいだろうということで意見を

付しているはずですが、そのあたりどのように考えられますでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 中村企画総務部長。 

○企画総務部長（中村 司君） 検証委員会につきましては、ここでもし意見として

述べさせていただいてよろしいかということで、それが決定事項ではない。検証委

員会としては常設型が望ましいのではないかというような御意見をいただいており

ます。それにつきまして、議会からの回答につきましても常設型が望ましいという

ことをいただいております。この部分も含めまして、いろいろとその方向になるの

かどうかも含めてなんですけども、検討して制定のほうをしていきたいと考えてお

ります。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いや、だったらもう常設型をしないという方向性というふ

うに、個別型でいくという方向性が市の見解だというふうに認識してよろしいでし

ょうか。 

○議長（秋田裕三君） 中村企画総務部長。 

○企画総務部長（中村 司君） そうではございません。現在のところ、市民の直接

請求という部分で、条例の制定・改廃につきましては50分の１の署名、その部分に

ついて条例の制定を求めて、それを議会が議決をして、その条例が成立するという

流れがございます。今度、常設型を設ける部分につきましては、全国的に見まして、

大体３分の１、４分の１、あるいは６分の１の署名が必要になってくる。それから、

資格の要件につきましてもまちまちでございます。その辺も含めて検討する必要が

あるんではないかなと。 

  それと、住民投票条例が安易に、安易と言うたらおかしいですけども、利用され

た場合、費用としましても多大な費用が発生することになります。その部分も含め

てやはり御意見等を伺いたいなという部分でございます。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） いや、だったら、この１年間その意見を伺ったのかという

話です。いろいろ先進事例というのはもうあふれ返ってますよ。他市町がどうのこ

うのというのも、当然調べているからわかると思いますけども、いや、その意見を

この１年間全く聞いてないという話なんでしょうかね。もう、そもそもつくる気は
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ないというふうに捉えられますけど、それでいいんでしょうか。実際に、だから、

御意見をどこからどう聞いたんですか。 

○議長（秋田裕三君） 中村企画総務部長。 

○企画総務部長（中村 司君） 今は調査の段階で各市町の状況を確認しておる部分

でございます。それで、議会からの意見が常設型が望ましいということであれば、

その方向で検討していくことになってくるとは考えております。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） 議会意見はもうすぐに諮問が出た後に返しているはずです

けど。そこで議員にも意見を求められて、何人かの議員が意見を申し添えて返して

いるはずです。議会としても常設型が望ましいという意見しかありませんでしたの

で、そのあたり勘案してください。 

  先ほどよくデメリットと言われるのが、住民投票条例を乱発されたら費用がかか

るとこがあるんですけども、滋賀県ですかね、高浜市というのが常設型の住民投票

条例をつくった先進地なんですけども、平成12年につくって、14年に全面改定して

いるんですけども、ここでもこの前平成28年の11月に中央公民館取り壊しの賛否を

問う住民投票が行われて、制定から15年以上たって、やっと１件です。そこの高浜

市の条例は開票というか、成立要件がありまして、投票した有権者というか、投票

権者の50％かな、２分の１が投票していないと開票しないということになっていて、

投票率が36.66だったんで、開票もされませんでした。ということで、乱発される

ことが懸念されるということは、多分そんなにないと思います。というのも、それ

は議会がしっかりとしていれば、あと、行政がしっかりと住民の声を聞いていれば、

住民投票条例で信を問うということはありませんので、ほぼ。ということで、その

点も含めて考えていただきたいと思います。 

  条例制定の予定があるのかないのかちょっとわかりませんけども、もしないんで

あれば、３月議会にでも議員発議で出させていただきます。それが可決するか可決

しないかは別の話ですけども。 

  市として検討した結果、個別か常設かも含めてなんですけども、個別にした場合、

いろいろな設定の要件が独自に設定できます。発案権者、住民をどう設定するのか、

ここには外国人参政権の問題とかも結構言われます。あと、議会がどうかかわるの

か、議会自体が発議できるのかということ、あと首長ですね、市長が自らやります

というふうにできるのか、そこに議決があるのかないのか、市長がやりたいという

ふうに言ったときに、議会がそれを議決しないと実行できないというとこもありま
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すし、そこを排除しているとこもあります。あとは、投票の資格者ですね、これも

何歳以上とか、在住、どこで決定するのか。あと成立要件、何％で開票する、しな

いとかということ。あと、尊重義務とか、そのあたりはほとんど同じですけども、

そのあたり５項目ぐらいが非常に各市町さまざまです。宍粟市がどうしたいのかと

いうところ、ここを研究する必要があると思いますので、そのあたり今後どのよう

に検討していくのか。平成28年度中は難しいというふうにおっしゃってましたけど

も、私たちの任期は平成28年度で、平成29年度に入ったら、すぐに終わってしまい

ますんで、そのあたりも含めてどういう方向性なのかをもう一度伺います。 

○議長（秋田裕三君） 中村企画総務部長。 

○企画総務部長（中村 司君） 住民投票につきましては、先ほどおっしゃられまし

たように、市民の意見を直接確認するための手段でございます、最終的な。その前

にいろんなとこで解決する部分はたくさんあると考えております。ただ、自治基本

条例の中のやはり議会の権能といいますか、その部分もございます。それを同じよ

うに意思決定機関としてのやはり自治体にとって最高機関であると考えております。

この部分について、現在条例制定につきましては、市長、議会の議員さん、12分の

１以上、それと市民の直接請求、50分の１の署名を集めた部分でできることになっ

ております。この部分について、議会としての権能の部分で住民投票条例常設型が

望ましいのかという部分について、ちょっと懸念をしておる部分がございました。

ですが、議会として総意でそういう方向でございましたら、できるだけ早く制定す

る方向で考えていきたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 13番、鈴木浩之議員。 

○１３番（鈴木浩之君） 住民投票条例がいろんなところで出てきているのに、お恥

ずかしながら、やっぱり議会批判というところが背景にあるのは事実です。それは

もう実際に事実なので、議会の議決のない部分で発議ができるという直接、それは

議会制民主主義の補完という意味で、住民の参画というところで保障していかれて

いるんですけども、今、地方自治法上認められているような50分の１で発議とか、

条例の制定・改廃というのは非常に時間がかかりますので、そういう意味でやはり

常設型を持っているところだと、タイムリーに対応できるということ、あと選挙で

争点にならなかった部分とかに関してもどんどん出てきますので、そういったとこ

ろでもすぐに住民の意思が確認できるという意味で、やはりそのツールを住民が持

っておくということは非常にいいと思いますし、そのためにそれによって行政への

関心が高まっていくと思いますので、そういう点で是非とも常設型、議会から出す



－107－ 

ことは簡単なんですけども、これも非常に市長の権限に触れるところがありますの

で、できれば行政側から出していただきたいと思いますし、そこには議会の意見も

十分に反映していった条例を出していただきたいと思います。 

  これで終わります。 

○議長（秋田裕三君） これで、政策研究グループ「グローカルしそう」、鈴木浩之

議員の代表質問を終わります。 

  続いて、市民クラブ政友会の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  16番、小林健志議員。 

○１６番（小林健志君） 16番、小林でございます。議長の許しを得ましたので、市

民クラブ政友会を代表して質問を行います。 

  一つ目は、観光地のあり方について。 

  二つ目、山崎西中学校運動場の借地についてでございます。 

  明快な答弁で再質問をしないように答弁をお願いいたします。 

  宍粟市には、少なからずすばらしい観光地があります。これらの観光地を守って

いかなければなりません。新しくでき、好評である宍粟50名山、戸倉・ちくさのス

キー場、音水渓谷、赤西渓谷、また、もみじ山などがあります。このような観光地

を市を挙げて守っていくべきでございます。 

  宍粟市の中で、これまで多くの観光客に来ていただいておりました山崎町の花菖

蒲園をこれからどうするのか伺います。オーナーがかわり、ＮＰＯの経営となり、

土地の一部も売却されました。全盛期には駐車場に入り切らず、農道にまで車が並

ぶほどの入場者がありました。はやらないからやめてしまう、これで本当にいいの

か。このことにつきましてお伺いをいたします。 

  山崎西中学校の運動場がいまだに借地であることに私は疑問を感じます。市長は

どう思っておられるのか、お伺いをいたします。 

  自分たちの子どもが学ぶ学校の敷地から家賃を取るなど考えられないことです。

寄附していただくか、市が買い上げるべきだと考えるが、市長のお考えをお伺いい

たします。 

  １回目の質問を終わります。 

○議長（秋田裕三君） 小林健志議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） 市民クラブ政友会の小林議員の御質問、２点いただいており
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ますので、御答弁申し上げたいと、このように思います。 

  １点目の観光地のあり方、特に播州花菖蒲園の関係の御質問でありますが、宍粟

市には氷ノ山をはじめとする宍粟50名山であったり、あるいは原不動の滝、赤西渓

谷などなど自然の資源、あるいはまたスキー場やセラピー基地などすばらしい観光

資源があるところでありまして、それぞれの魅力を高めていくとともに、連携する

ことでさらに入り込み客の増加を図っていく、点と点を結んで線にしていく、さら

に大きな面にしていく、こういうことが必要であると、このように考えております。  

  そこで御質問の花菖蒲園をこれからどうするのかについてでありますが、かつて

は多くの来場者がありまして、地域の観光資源として交流人口の増大に大いに貢献

をしてきた施設と認識をしてきております。現状では、非常に厳しい状況というふ

うには聞いております。特に、現在はＮＰＯ法人が所有をされておりまして、経営

を行われておる施設でありまして、現時点におきまして市がどうすべきかというこ

とについて言及できる段階ではないと、このようには考えておるところであります。  

  そういった中、先般、高所自治会で地域づくり懇談会が開催をされまして、出席

をさせていただいた中で、ＮＰＯ法人の状況をある程度、自治会長さん等々からお

聞きをしました。市へは、現在もＮＰＯ法人からは具体的な意向であったり、状況

について伺っておらない状況であります。特に、その地域づくり懇談会の中でも地

元の皆さんも含めて非常に将来への危惧もなされておることもつぶさにお聞きをし

たところであります。 

  そんな状況で、花菖蒲園の運営をＮＰＯ法人が引き継がれて、これまで経営をさ

れてきた状況、そういったこともつぶさに聞く中で、市が仮に直接運営をする、あ

るいは現状のままで、あるいは同様の形態で市が直接運営をすると、こういうこと

については私として非常に困難であると、このように考えておるところであります

が、繰り返しになりますが、現在ではＮＰＯ法人さんが所有されておりまして、そ

ういった具体的なお話もない中で、今どうこう言うわけにはいかない、こういうふ

うに思っております。ただ、地元の方々については、非常に将来に対しては危惧さ

れておると、こういうことでありますので、今後の大きな課題と捉えておるところ

であります。 

  ２点につきまして、山崎西中学校の運動場の借地のことでありますが、中学校、

あるいは学校の運動場というのは、やはり自らの学校の経営、あるいは学校用地と

して当然あるべきものというふうに捉えております。したがいまして、先ほどお話

あったとおり、今現在借地等々ということでありますが、本来の姿というのは学校
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の教育施設としてきちっと整理すべきだと、このように考えております。 

  当然でありますが、山崎西中学校の運動場につきましては、今後も運動場として

利用するものであります。いつまでも現在のような借地でいいとは考えておりませ

んので、協議もいろいろこれまでも申し入れておるところであります。しかしなが

ら、御承知のとおり、過去のいろんな経緯もあります。山崎の中心部にある他の土

地の利活用も含めて、市の活用方針等もお示ししながら、土地所有者であります一

般社団法人菅山振興会さんに対しまして、市の考え方を投げかけておる状況であり

ます。基本的には、市の財産として位置づけられるように今後もさらに協議を進め

ていきたいと、このように考えておりますので、よろしくお願い申し上げたいと思

います。 

  以上でございます。 

○議長（秋田裕三君） 16番、小林健志議員。 

○１６番（小林健志君） 初めに、花菖蒲園のことについてお伺いをいたします。 

  市長は、ＮＰＯのほうから、まだやめるともやめんとも言ってないので、手のつ

けようがないと、それは当然だと思うんですが、私が近くにおりますもんで、その

菖蒲園のほうをのぞきますと、ふだんでしたら、この来年の５月、６月に向かって

もう既にいわゆる草取りであったりとか、いろんな準備がされるのですが、今では

もう草まみれというか、一つも手がかかってないということで、話に聞くと、もう

やめてんやでというふうに聞いておりますので、このことをお聞きしたわけです。 

  この菖蒲園はかなりの面積でありまして、シャクナゲでもかなり植わっておりま

す。いろんな施設もできております。本当には莫大なお金を使ってあそこまででき

ておるわけです。それを経営難というか、はやらないからもうやめようやないかと

いうことで、本当に手を離していいものかなというふうに思うんです。 

  私の記憶では、山崎町時代、山崎町にいわゆる元のオーナーから何とかこの580

町歩ですかね、山は広いように聞きました。それも含めて何とか山崎町が管理をし

てくれないかなというふうなことを聞いたことがあります。そのときの町長は、い

やもう当然年間の赤字がかなりあるので、これはよう手をかけんというふうにお断

りをされたそうです。そこで、ＮＰＯの方々がやろうじゃないかということで、15

人ほどの方が寄られて進めておられたんですが、なかなか景気のこともありまして、

今はそういうふうにはやってないと、どんどん赤字が増えるというふうなことでご

ざいます。 

  でも、あれだけのやっぱり手をかけて、まちの近くにそういうすばらしい場所が
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ありますんで、何とか市が手伝って残してもらえんかなと。そして、いろんな形で

まだまだ管理をせないかんこともようけありますんで、そういうことで私はこの質

問をさせていただいたわけです。 

  市長、再度、本当に莫大なお金をかけて施設が今あります。これが３年、４年と

かかりますと、もう本当に手がかけられなくなるんじゃないかと思うんでね、今、

いやもうＮＰＯから何も聞いてないんやから、そんなこと言われるかいという話な

んで、それは当然の話だと思うんですが、やっぱり早く手を打つのが大事じゃない

かなと思いまして、市長、再度このことについて答弁をお願いします。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 小林議員、先ほどおっしゃったとおり、旧山崎の時代にその

当時にそういう話の中で、町としては運営できないというお断りの中で、ＮＰＯ法

人を立ち上げられて現在まで来ておると、このことも十分私は承知しておるつもり

であります。その当時もそのまちの税金を投入して、莫大な費用を投資して、そう

いったことの問題もあって当時判断なされたと、このように聞いております。 

  また、あわせもって、先ほど冒頭申し上げたとおり、高所自治会での懇談会の中

でも、いよいよＮＰＯさんからお聞きされた地域の皆さんは、ＮＰＯから株式会社

マックアースさんに管理運営委託をなされておったのが、株式会社マックアースさ

んが撤退なされたと、このこともお聞きしました。ＮＰＯさんも何とかどこかに運

営をしていただくようなところはないかも含めていろいろ探されておるということ

も地元の方からお聞きしました。 

  そういう段階の中で、じゃあ市が直接どうのこうのというのを含めて今現在では

なかなか言えないと、こういう状況であります。ただ、冒頭観光資源とか自然を使

ってのこれからの交流人口とか、あるいは市の活性化、こういったことについては

当然大きなあの施設は資源でありますので、どうやって活用するかは、またこれ将

来いよいよＮＰＯさんからそんなもし仮に話があったとしたら、考えていかざるを

得ない状況だと、このように考えております。 

  しかしながら、今の現状と、あるいは菖蒲、そういういったものの同様の形態で

運営、あるいは市が直接経営するというのは、私は現段階では非常に厳しい状況が

あるだろうと、こう考えております。そのことはつぶさに地元の皆さんにもお話を

させていただいて、それは決定とか、そうではなしに、今後ＮＰＯさんから地域や

あるいは市やいろいろ話があったときには、皆さん方と一体となりながら、あの地

域全体をどういう役割を持ってどうすべきか、このことについてはその段階から協
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議をしていきましょう、市は決してその協議から逃げるものではないと、こんなお

話をさせていただいております。ただ、今の段階としては、市が直接かかわるとい

うのは非常に厳しいと、これをはっきり申し上げておりますのも事実であります。 

  以上であります。 

○議長（秋田裕三君） 16番、小林健志議員。 

○１６番（小林健志君） 今、ＮＰＯさんから株式会社マックアースさんですか、か

わられて、そこも撤退されたということなんですね。元市長、そしてまたいわゆる

商工会の会長さんなどがかかわられてやっておられたんですけども、それでもあか

なんだと、経営が困難であると、そういうことも聞いております。そして、私が一

番心配しておるのは、山に林道、作業道というか、山に道をつけられて、削り放し、

これが一番心配なんです。多分、高所自治会の方も心配されると思うんですが、駐

車場を売却されて、その方が少し砂防されておりますけども、ああいった形でそれ

でもつのかなと。そういうことも心配しております。一度、山へ行っていただいた

ら、もうすぐわかることですが、ほかのことにいろんな形で手をかけられて、その

まま放っておかれて、いや、もう経営困難やからやめますわというわけにはいかな

いんじゃないかなと、こういうふうに思うんです。そして、いろんな駐車場関係で

山も削り、土も取り、いろんな形で契約と違った形のいわゆる作業をされて、それ

がそのまま残っておるんですよ。そのことが本当に自治会の方々も心配をされてお

るんです。このことも含めて、どんな管理だったのかなということも再度逆に戻っ

てくるような形で、それも市の責任やないかなというふうなことも考えておるんで、

このことについても市長にちょっとお伺いをしたいんです。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） その御心配も地元の方々がいろいろなされておるのも承知し

ておりまして、ここ１、２年の間、いろんな御議論をされておるようでありまして、

ＮＰＯさんもそのことについては何とか元に、元には戻らんのですが、対応してい

きたいということで、地元と協議をなされておるということで、先般の懇談会では

近々にまたＮＰＯさんを含めたとこと、そのことの最終的な協議に入っていきたい

と。ただ、双方真摯に向き合って何とかいい方向を出していきたいというお話は地

元の方も、あるいは自治会長さんもおっしゃってましたので、そういった動向を見

守っていきたいと、このように考えております。 

○議長（秋田裕三君） 16番、小林健志議員。 

○１６番（小林健志君） 自治会とＮＰＯの方々と市長を含めて真摯に考えていただ
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きたい、このことはもう特にお願いをしておきます。 

  そして、あれだけの莫大な費用を使った菖蒲園をなくすというのは、本当に宍粟

市にとってはマイナスじゃないかと思います。今度、観光地をどこぞにこしらえよ

いやと言うたときに、本当に投資ができるかなということも考えますんで、そのこ

とを考えると、やはり今の菖蒲園に手を加えて、菖蒲じゃなしに、何かほかのこと

で考えていただきたいなと、そういうことも思うておりますので、今後ともよろし

くお願いいたします。 

  次に、山崎西中学校の運動場ですね。この運動場は借地であると。ここの一番最

初に質問しました。本当に自分とこの子どもが行く学校から借地料を取るわけなん

ですよね。これ宍粟市民が税金で払った分なんですよ。仮にこの西中学校区の方々

が、親だけが払った税金で家賃が払うんなら、また考えも違いますよ。私は菅山振

興会という土地よりも、この学校敷地、公共の必要な学校の運動場が借地になって

いるというのは、本当に疑問に思うておるんです。全国にこの学校の運動場を借っ

とんですわというふうなとこが幾らあると思いますか。私たちも調べておりません

からわかりませんけど、ほとんどないんじゃないかと思うんですね。ですから、や

はり子どもを育てる、その学校はやっぱり借地でなしに、できれば寄附していただ

くのが一番いいと思うんですが、やっぱり市が買い上げるべきじゃないかと思いま

す。 

  もともとは公共の屋敷だったんですね。菅山の土地はほとんど公共の土地だった

のが、合併によってそういう分け方になっております。この宍粟市に合併したとき

もいろんな山とか、そういうようなのも出ておりますけども、このことについて非

常に疑問に思うんで、何とか協議します、協議しますと言われますけども、かなり

時間がたっておりますんで、もう西中学校ができてから30年以上たってますんでね、

その間の借地料、計算しましたら、かなりの金額になると思います。そのことも含

めて、これからずっとこのまま借ったままにするのか、いや、もうこれは協議して、

５年以内に、市長、現役の間に、私が決めてしまいますわというぐらいな心意気で

取り組んでいただきたいと、このように思うんですが、いかがですか。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） その心意気は別にしまして、この間議会からもいろいろ御意

見をいただいておりまして、いろいろ菅山振興会さんともお話をさせていただいて

おったんですが、現実としては進んでおらないと、こういうことであります。 

  この菅山振興会の土地のことについては、今さらでありますが、昭和29年、30年
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等の市町村合併の中で、財産区やいろんな経緯の中で今日になったことはもう御存

じのとおりだと思うんですが、そういう中で、実は先日、先ほど申し上げたとおり、

山崎の商店街の皆さんを含めて、あるいは商工会を含めた皆さんからも、何とか商

店街の活力を求めていきたいと。そういうためにはいろんな土地も含めて何とか市

の、あるいはまちの活性化を求めていきたいというような意見書もいただいており

ます。そういったことも踏まえて、それらの土地の利活用も含めて初めて先般、市

の考え方を投げかけさせていただきました。いよいよこれから本格的な私は協議が

進むだろうと、こう思っておりまして、ただ単体にこうこうではなしに、全体的な

計画の中でお示しをしておりますので、これからさらに積極的に協議を進めていき

たいなと、このように考えております。 

  ただ、一般社団法人でありますので、法人のそれぞれの役割や法人としてのこれ

からの進捗ぐあいや、理事会やいろんなこともありますし、そういったことも踏ま

えながら、じゃあ、来年から、あるいは３年後からというわけにはいかないんです

が、ようやく本格的に考え方を示させていただいておりますので、その第一歩をさ

せていただきました。今日のところは、それ以外のことは言えないと、このように

思ってますので。 

  ただ、運動場というのは、当たり前のことでありますので、その方向で一生懸命

進めていきたいと、このように考えております。 

○１６番（小林健志君） 終わります。 

○議長（秋田裕三君） これで、市民クラブ政友会、小林健志議員の代表質問を終わ

ります。 

  午後１時まで休憩とします。 

     午前１１時２８分休憩 

                                       

     午後 １時００分再開 

○議長（秋田裕三君） 休憩を解き、会議を続けます。 

  続いて、日本共産党宍粟市会議員団の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 15番です。日本共産党宍粟市議団を代表して代表質問を行

います。 

  ４点にわたりまして行います。 



－114－ 

  まず、幼保一元推進計画の中止をということについて、再度質問をさせていただ

きます。 

  前々回の答弁で、教育長は法人を募集して応募がないところについては、公立で

認定こども園を考えるというふうに明確に答弁されました。しかし、その後の動き

を見ていますと、先ほどもありましたように、全市に認定こども園の受け皿の法人

を募集されているという状況であります。 

  それで、私はあえてもう一度質問したいと思いましたのは、過日、総務文教常任

委員会が波賀町でおでかけ市議会をやっております。その中で、地域の保護者の方

に、こども園等々についていろいろと御意見をお聞きされていることを私も聞かせ

ていただきました。そのような中で、その教育委員会はやっぱり地域がいくら認定

こども園に反対、今の現状で置いておいてもらいたいという市民の声を伝えても、

あくまで教育委員会は認定こども園に固執をされている。何とか認定こども園を理

解してもらいたい。そういう姿勢があからさまに出ていることがわかりました。そ

ういう点で、私はあえてこの問題について、再度議論を交わしたいと思います。 

  先ほども言いましたように、社会福祉法人の募集については、現状としては波賀

地区以外は受け入れ法人を募集しております。しかし、もともと認定こども園で強

調されていたのは、千種や波賀、一宮北部、山崎町で言えば蔦沢や土万、戸原地区

の少子化が進んでいる地域に一定の適正集団を確保するというのが大義名分で強く

強調されてきたところであります。今回の募集も市内全域ということにはなってい

ると思いますが、事実上、一宮の南部、山崎の中心部、河東は事実上対象外ではな

いかというふうに私は考えます。宍粟市全体で本当に適正規模と言える集団化が必

要になるのは、５年先か、果たして10年先かは今の少子化次第でわからないことで

あります。社会福祉法人が経営主体になる認定こども園は行政改革による公務員を

減らすことが一番の目的であると私は考えます。教育長は子どものことを大切にと

おっしゃいますが、子どものこと、また地域のことについては２番目以降に追いや

られているのが現状ではないでしょうか。 

  私は、現状の認定こども園計画は速やかに中止し、地域、保護者の望む地域の子

育て施設のあり方こそ求めるべきではないかと思いますが、教育長の見解を求める

ものであります。 

  ２番目に、学校給食の異物混入ゼロのための方策をということについてお聞きい

たします。 

  学校給食の異物混入の実態が毎月報告されるようになってから、減少あるいは月
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によってはゼロという報告が見られるようになったことについては評価いたします。

しかし、この11月にもまた新たに異物混入があったと報告があります。私が教育委

員会にお願いした資料によりますと、現場職員１人当たりの単純に見た給食数が山

崎が89食、一宮・波賀が53食、千種が31食という数字であります。 

  しかし、取り扱い給食が多いから異物の混入が多いのかと、2015年度決算におけ

る異物混入実態の資料が出されておりましたので、それと年間給食数を190日と想

定して、異物の混入率というのを見てみました。それによりますと、10万食当たり

山崎は9.3件、一宮・波賀は6.5件、千種は 4.8件、こういうふうな数字を見ますと、

職員数との相関関係が見られます。 

  その他の要因としては、施設老朽化の程度なども要因として考えられると思いま

すが、異物混入の一番大切なのは目視による点検であります。そういうような給食

センターにおいて、現場の職員数は大変大きな着眼点ではないかと思います。少な

くともなかなか異物混入がなくならない一宮・波賀の現場については、職員数を増

やすべきではないでしょうか。 

  また、学校給食というのは、一つの作業をみんなで時間内にやり上げなければな

らないという大変チームワークが大切な仕事の一つであります。集団で短時間で仕

上げる、このことに大変気を使う仕事でもあります。しかし、その給与や身分保障

はばらばらです。これも資料でいただきましたけれども、正職員と常勤職員、また

パート職員、これらの職員との給与差というのは２倍以上の大きな開きがあります。

本来は、同一労働、同一賃金、こういうふうな職場でなければならない一つであり

ます。このようにチームワークが必要な職場はなおさら重要であります。異物混入

ゼロを目指すというなら、職員の増員と身分保障の充実こそを図るべきではないか

と思うわけでありますが、市長、教育長の見解を求めます。 

  ３点目、ケーブルテレビの加入100％のための施策をということについて、お聞

きをいたします。 

  私が文書質問で回答をいただいたケーブルテレビの自治会ごとの加入件数を見る

と、自治会によってはゼロの自治会があるということには驚きました。デジタル視

聴地域でも自治会による大きな格差が出ております。この差にはどのような要因が

考えられるのか、まずお聞きいたします。 

  しかし、明らかなのは、電波でデジタル放送の入らない地域は加入率が圧倒的に

高く、アンテナを立てれば視聴できる地域は圧倒的に低いことであります。これで

は多額の工事費をかけて宍粟市全域に張りめぐらしたケーブルテレビの投資効果が
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問われています。ケーブルテレビは防災だけでなく、市内の行政・行事情報を動画

で伝えることで、市民の心を一つにするためにとても有効な手段であります。 

  しかし、そこでネックになるのが約１万円程度の宅内工事費と毎月の500円の視

聴料であります。市は事あるごとに、この問題について加入率の向上を問われると、

魅力ある番組づくりで加入率を高めるというふうに言われます。しかし、ここでも

ある意味、地域間のサービスの不公平が起こっております。ケーブルテレビに加入

している地域はこのしそうチャンネルが見れます。しかし、ケーブルテレビに加入

していない地域はしそうチャンネルが見れません。このしそうチャンネルについて

も公費で作成されているわけですから、当然全ての市民が視聴できる環境をどう整

えていくか、このことを真剣に考える必要があります。 

  私はそのための一つの方法として、ケーブルテレビの使用料を無料にする、こう

いうことが一つのきっかけにはなってくるんじゃないかなというふうに思います。

市長はどのようにお考えになるのかお聞きいたします。 

  それともう１点でありますが、せっかくのケーブルテレビでありますけれども、

耳に障がいを持つ方や、耳の遠い高齢者にとってはせっかくテレビかあっても、文

字放送がなければ役に立たないというのが現実であります。質問への回答による導

入費用としては、約3,000万円がかかるというふうに答えていただいております。

宍粟市の財政規模からいえば、十分対応できる金額であると思いますが、来年度に

も予算化できないものか、お聞きするものであります。 

  ４点目に、最近の入札結果について、お聞きいたします。 

  今年の10月、11月の入札結果を見ますと、最低制限価格に1,000円単位まで同じ

額で落札した入札が見受けられました。以前には１万円単位で最低制限価格が設定

されていたので、同額の入札というのはたくさん見てまいりました。しかし、

1,000円単位までの最低制限価格が設定されてから、1,000円まで同一というのは初

めてであったように思います。また、同価格と100円だけの違いという入札価格も

ありました。昨今、姫路市でもありましたけれども、職員の情報漏えいということ

が大変に問題になっております。宍粟市ではこのようにホームページで入札結果が

公表されておりますが、そういうことは絶対にないと思いますが、でも確率的にい

うと、このような結果というのはかなり確率的には低いと私は長年いろいろな開札

結果を見てきて感じております。これに対して市長はどのような感想をお持ちなの

か、お聞かせ願いたいと思います。 

  そして、もう１点でありますけれども、設計委託、また物品の購入、そして建物
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の取り壊し、遊具の取り壊しなど、最低制限価格が設定されていない工事、また委

託料があります。このような入札については、予定価格と比較すると、かなり低い

金額で落札されている、そういうふうな事例が見受けられます。兵庫県なんかの場

合を見てみますと、低価格で落札された場合については、その後調査をして、なぜ

この価格で工事ができるのか、そういうふうなことについて、低価格調査というふ

うなことを行われております。私はどう見ても、人件費すら大変支払うのが厳しい

んではないかなというふうな工事すらあります。そういうふうな低価格入札に対し

てはどのような対応をされているのか、お聞きするものであります。 

  そして、３点目には、今こういう公的な仕事でのワーキングプアということが言

われるようになってしまいました。本来なら公的な仕事ですから、当然法律が守ら

れて、最低賃金とか、そういうのが守られるべき自治体であるべきなんですけれど

も、実際は先ほど言いましたような最低制限価格のない、制限価格があったとして

も、低入札価格が横行して、実際に公共の仕事を請け負うことが利益に繋がらない、

そういうふうな実態があります。そういうことをなくそうということで、公契約条

例というのを策定している自治会が増えてまいっております。こういうふうな公契

約条例の制定について、市長どのようにお考えなのか、お聞きいたします。 

  以上です。 

○議長（秋田裕三君） 岡前治生議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） 日本共産党宍粟市会代表の岡前議員の御質問にお答えさせて

いただきます。 

  大きく４点質問いただいておりますが、私のほうからは、ケーブルテレビの関係

について、まず御答弁を申し上げていきたいと、このように思います。 

  ケーブルテレビの加入率につきましてですが、良視地域において、月額視聴料を

負担し、加入しようとする意向の世帯が少ないことがいろいろ御質問でもあったと

おり、良視地域で加入率が低い一番の要因と、このように考えております。 

  このため、しそうチャンネルの放送内容等々も十分知っていただく必要がある、

またさらに加入いただけるよう、その良視地域の戸別訪問等、ＰＲに努めてきたと

ころでありますが、現状では加入率がなかなか思うように伸びておらないと、こう

いうことでありまして、御承知のとおりであります。 

  こんな中、今年度、しそうチャンネルの防災情報発信機能の強化であったり、あ

るいはハイビジョン化、さらにまたデータ放送の導入などとともに、番組内容のさ
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らなる充実に向けた取り組みを進めておるところであります。これら、新しい情報

発信の仕組みの導入に伴い、引き続き粘り強くＰＲに努めていく必要があると、こ

のように捉えております。 

  特に、投資効果が低いとの御指摘でありますが、ケーブルテレビの加入率だけを

取り上げると、光ケーブル網の投資効果が低いと思われがちでありますが、光ケー

ブル網は市内の情報インフラの根幹をなすものでありまして、テレビのみならず、

しーたん通信、インターネット、携帯電話サービスのほか、行政目的、あるいは教

育目的で多面的に活用をしておるところであります。 

  しかしながら、ケーブルテレビの加入率が低い状況は課題であると、このように

は認識しておりますので、市民の皆様への重要な情報の発信と、市民の皆様に喜ん

で見ていただけるような番組づくりにより一層進めなくてはならないと、このよう

に考えております。 

  先ほど申し上げたとおり、特に料金の問題がこのような状況と申し上げたとおり

でありますが、御質問のあったように、ケーブルテレビの無料化、このことにつき

ましては、現在の財政状況等々を鑑みて、現状としてはなかなか厳しいんではない

かなと、このように考えておりまして、無料化についてはなかなか踏み切れないと

ころであります。 

  最後に、動画放送の際に字幕を入れる仕組みについてでありますが、御質問があ

ましたとおり、概算の導入費用は約3,000万円でありますが、専門スタッフの確保

等に多額の運営費用がかかると、このようにも聞いておりまして、ケーブルテレビ

事業者の導入は現状でなかなか全国的に進んでおらないと、こういうところであり

ます。 

  宍粟市におきましても、現時点では、従来の文字放送に加え、本年度取り組んで

おりますデータ放送の導入を進め、今後このことについては調査・研究を進めてま

いりたいと、このように考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

  その他の質問につきましては、副市長、教育長より答弁をさせていただきます。 

○議長（秋田裕三君） 清水副市長。 

○副市長（清水弘和君） 入札のことにつきまして、市長より常に公平、公正な入札

を執行するようにという指示に基づきまして実務を行っております立場から、私の

ほうからお答えを申し上げます。 

  最初に、入札の結果、落札金額が最低制限価格と同額、もしくは同額に近い金額

であったことについての見解でございますが、予定価格並びに最低制限価格の設定
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に当たりましては国土交通省からの通達、また、県からのいわゆる指導によりまし

て、いわゆる歩切りの禁止でございますとか、最低制限価格の積算等の基準が示さ

れるなど、公共工事の適切な履行を担保するための執行方法が示されておるところ

でございます。 

  当市におきましても、この方針を基準に適正な競争入札の執行に努めております。

このような中で、受注に当たっての入札参加業者の積算された金額が市が設定をし

ております最低制限価格に近い額に集中し得る実態がございまして、また、最低制

限価格を下回る業者も多く出ている状況でございます。その結果といたしまして、

同額もしくは同額に近い落札金額となっているのは御異議があったとおりでござい

ます。 

  この結果につきましては、国が示します現状の入札の方法におきましては、御意

見がございましたように、報道でありましたように、そういった不適切なことはな

いという前提の中で適正な競争による結果だというふうに思っております。 

  次に、最低制限価格を設定していない入札での低価格の落札について、人件費等

の支払い、こういうような心配があるのではないかということについてでございま

すが、設計委託業務など、原材料を使用して構造物を製作する、いわゆる公共工事

でない場合におきましては、人的能力でございますとか、また資質、そういったも

のが大きな内容になっていく業務でございまして、その業務の内容につきましては、

その業者の努力によることが大きく、その上での積算価格によるものというふうに

判断をいたしております。 

  なお、落札後の業務にかかる人件費等の支払いによりましては、労働環境の適正

化、これにつきまして国のほうでも労働基準法、また最低賃金法等各種環境を整備

する法律がたくさんございますので、当然それに順守する契約の履行がなされる、

またはなされるように指導しているところでございます。 

  なお、著しく低価格による場合の懸念でございますが、こういったときには、今

後調査も含めた検討も行う必要があるかというふうにも思っております。 

  最後に、より適切な入札を執行するために、公契約条例を制定してはと、このよ

うな御意見につきましては、先ほど申し上げました労働基準法でございますとか、

最賃法でありますとか、国の各種法令でその意味の観点が十分に定められておりま

すので、この規定を厳格に運用することによりまして、現時点におきましては、条

例を制定をしなくても、適切な公共工事の執行であるというふうに考えております。  

  なお、今後におきましても、より公平、公正な適切な執行に努めることにしたい
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というふうに思っております。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 私のほうからは幼保一元化と学校給食の２点について、お

答えいたします。 

  まず、幼保一元化のほうですが、宍粟市幼保一元化推進計画は少子化の進む地域

におきまして、子どもの育ちに必要となる集団を確保し、ますます多様化する地域

の子育てニーズに応えるために、市内の全ての中学校区を対象に取り組んでいると

ころであります。 

  平成21年の８月の計画策定から７年が経過しましたが、この間にも随分少子化が

進んでいるところであります。 

  活力ある地域を創生する観点からも、就学前の幼児教育、そして保育環境を整備

し、地域での子育てを支援することは大変重要な課題となってきております。 

  そこで、今、市内の認可保育所や認定こども園を運営する法人を対象にしまして、

中学校区ごとに将来幼保一元化により設置する認定こども園の担い手となる運営法

人の公募を行っております。応募のあったところから、内容を審査しまして、事業

者を選定することとしております。 

  今後は、選定した法人と連携しながら、具体的なこども園の整備計画を策定しま

して、保護者や地域の皆さんに対して説明責任をしっかり果たすことで地域の皆さ

んの御理解がいただけるよう、できるところから優先的に取り組んでまいりたいと、

このように考えております。 

  次に、学校給食についての御質問でありますが、現在、三つの学校給食センター

の調理員は、正職員が９人、臨時職員が18人、パート職員が28人の合計55人となっ

ています。 

  調理員の配置につきましては、センターの規模に応じた職員数を配置しまして、

調理場内での人員が不足することがないように、パート職員を配置しております。

県内のよく似たような規模の給食センターの配置状況から見ましても変わりないと、

このように判断しております。 

  業務に関しましては、同一の条件ではありませんが、雇用の形態を問わず、それ

ぞれが責任を持って業務を行っております。食材の点検におきましても、細心の注

意を払いまして、調理作業を行っているところであります。 

  また、給食業務は午前中の調理に多くの人員を要することから、パート職員を採

用しておりまして、雇用条件について規定にのっとりまして行っているところであ
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ります。 

  今後も引きまして、職員の意識啓発と施設整備の保守点検を継続して行い、安全

で安心な給食の提供に努めてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 15番です。まず、幼保一元化の関係ですけども、この前、

先ほども言いましたように、総務文教常任委員会がおでかけ市議会ということで、

波賀町の今現在子どもを持っておられる方と懇談をされております。そういう中で

やっぱり千種でもいろんな意見か出ましたけど、やっぱりそれと同じような意見が

出ております。例えば、山崎や一宮町にはほかに何園もあるのに選択肢が欲しいと

か、また、民間だけになると職員の異動がないというふうなことに危惧を持ってお

られる方もあります。それと、また教育長はある一定規模がないと、子どもの育ち

が悪いというふうにも受け取れるようなことをおっしゃいますけれども、この方は

姫路から野尻幼稚園に行かれ、変わってきた方の意見として大変少人数でしたけれ

ども、一人一人の個性を大切にして育てていただいたというふうな感想を持ってお

られます。また、もう一つ紹介しておきますと、３歳までは保育所に行ったけれど

も、４歳、５歳で幼稚園に行った方からは、幼稚園に行ったことによって、子ども

が大変変わったというふうにおっしゃっていまして、公立のよさがわかったという

ふうに意見を述べておられます。 

  ですから、波賀は今回募集からは外れておりますけれども、波賀だけでなく、一

宮の北部もそうですけども、要するに現状幼稚園も保育所もある、そういう現状、

あるいは公立の認定こども園を建てていただければ、それで安心できるんだ、そう

いうふうな声があるのに、今教育長がおっしゃられたように法人を選定して、法人

とともに説明責任を果たしていく、こういうことをずっとおっしゃられるわけです

ね。説明責任というのは聞こえはいいけれども、一方的な説得でしかなかったんじ

ゃないですか、千種の事例を見ても。もう相手が諦めるまで、とことんまで追い詰

めて、有無を言わさない格好で最終的には認めさせる、これが千種のやり方であっ

たと思います。そうじゃなかったですか。最終的に千種の皆さん、合意された上で

認定こども園になりましたか。感想を述べてください。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 初めに、波賀のおでかけ市議会、総務常任委員会ですか、

のほうで意見が出たというふうにお聞きしました。私も少人数での教育を決して否
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定するものではありませんが、やはり社会性を身につけたり、人は人を浴びて人と

なるという言葉があるように、適正な規模の中で子どもが育つのが大切だと、この

ように思っております。 

  その中で、確認していただきたいんですが、平成26年の９月に委員会から幼保一

元化を推進すべきであるという文書をいただきました。そして、今年の９月29日も

再度、幼保一元化は推進すべきであるという意見を全会一致でいただいたというこ

とは確認させていただきたいと思います。したがいまして、そのことに基づきまし

て、今後も丁寧な説明をして進めていきたいと、このように思っております。 

  それから、千種のことにつきましては、これはもう前にお答えしましたが、設立

まで、こども園の新設までには大変多くの意見をいただきましたが、今は納得して

いただいて、そして、多くの集団の中で、そして、いい施設の中でいい教育をして、

いい保育をしてもらっているという意見を聞いております。これが大部分でありま

して、私は紆余曲折しましたけども、結果としてし千種の皆さんにも喜んでいただ

いた、喜んで子どもたちを通わしていただいている施設ができたと、このように思

っております。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） いや、教育長は本当にそういうふうにおっしゃいますけれ

ども、これも保護者の声を紹介してみますと、幼稚園の保護者会では幼稚園が１カ

所、保育所１カ所で置いてもらいたいという意見がほとんどでありますよというふ

うなことをおっしゃっております。 

  それと、もう一つは、教育委員会にいくら意見を言っても教育委員会がその意見

を聞いてくれない、こういうふうな意見まで出ているわけですよね。ですから、先

ほども言いますように、教育長は説明責任というふうなことをおっしゃいますけれ

ども、結局は相手がうんと言うまで、いくら公立で、今の現状で幼稚園１カ所、保

育所１カ所を残してもらいたい、そういうふうな意見であるとか、あと幼保一元化

でする場合、公立でやってほしいとかいうことについても、あくまでそうではなし

に、民間の受け皿、社会福祉法人でというふうなことでしか、一致点を見出そうと

されない。そこに今この幼保一元化問題の市民の声を聞かない、こじれている大き

な問題があるんじゃないんですか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 岡前議員が聞かれた意見というのは、私も幼保一元化の会

に出ておりましたときに聞いた声なので、多分同じメンバーの方がいらっしゃるの
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かなというふうな感じもするんですが、これまでも本当に丁寧な説明をさせていた

だきまして、そして、幼保一元化になることにつきましての心配事も全部挙げても

らって、それに対して教育委員会としてきちっとお答えさせていただきました。そ

の結果として幼保一元化を進めていこうということを委員の皆様が全会一致で決め

ていただいたということを再度御理解いただきたいと思います。 

  そして、いろいろ話の中で聞くんですが、本当に何が嫌なんかということが私た

ちに本心が伝わってこないというような感じもしておりまして、もっと今後も話し

合いを進めていかなくてはいけないなということも感じております。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 何かと言えば、今回一宮の北部も含めて３歳児教育を認め

るところについては、幼保一元化ということには理解してもらっているんだってお

っしゃいますけれども、それなら公立の認定こども園をつくられてもいいわけじゃ

ないですか。そこをなぜ社会福祉法人、何かと言えば民間にできることは民間にと

いうふうにおっしゃいますけども、教育委員会にしかできないこともあるわけです

よ。今まで民間の保育所と公立の保育所、そして公立の幼稚園、そういういろいろ

経営主体の違う保育所や幼稚園が同じ幼児教育という範疇の中で競い合ってきたか

らこそ、宍粟の幼児教育のレベルというのは私の目から見ても高いと思います。そ

ういうことを抜きにして、全てを民間にしようという考え方からスタートされてい

ること自体が間違いなんじゃないですか。そこをあなた方が変えようとされないか

ら、いつまでたってもなかなか、幼保一元化と言われても公立でつくる認定こども

園も幼保一元化なんですよ。教育長は民間が受け皿になるものしか認定こども園と

は言われようとしない、そのこと自体間違いじゃないですか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） これまでも何度も説明させていただいておりますように、

現在市内にあります社会福祉法人、またそれ以外の保育所関係のこれまでの市内に

おける子どもたちの子育てに貢献していただいた大きな力を認めておるわけであり

まして、この皆さんの今後の経営も考えますと、ここを言葉として失礼かもわかり

ませんが、なくしてまで公立でやるというのは私は納得できないなと、やはりこれ

までの市内での貢献に対しまして、十分な実績を上げられておりますし、私の子ど

ももお世話になった経験があります。十分に子どもたちが育っております。したが

いまして、社会福祉法人、いわゆる民間にできることは民間でお願いしていきたい

ということには変わらないと思っております。 
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  そして、何回も言いますが、私はこの地域の委員会で幼保一元化に向けて進んで

いこうという意見を聞かせていただいたので、これを核として今後も説明をし、進

めていきたいと、このように思っております。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 教育長も自分の子どものことをおっしゃいましたんで、私

の子どものことも言いますけども、私の子どもも初めて波賀にある保育所が４、５

歳児の受け入れを始めて、３人とも幼稚園に行かずに保育園を卒園させていただき

ました。立派に育っているかどうかは第三者の評価に任せますけども、それは本当

にいい保育をしていただいたというふうに感想を持っております。ですから、私は

民間が悪いとか、公立がいいとか、そういうふうな範疇で考えているんじゃないん

ですよね。ですから教育委員会が今ある公立の幼稚園、保育所を全て民間にお任せ

をしようと、そういうふうな極端なスタンスで取りかかろうとされているから無理

が生じているんじゃないですかと言ったんですよ。ですから、前回も言われたよう

に、もし、もしと言いますか、公立しかない地域には公立の認定こども園をつくら

れたらスムーズに進むわけですよ。なぜ公立しかないところにまで、民間の受け皿

をというふうな姿勢を示されるんですか。そのことが私が言う行政改革による公務

員減らしの一環としか捉えられないというとこなんですよ。公立しかないところま

で民間委託するというところが最大の行政改革の主眼じゃないですか。そうじゃな

いですか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 平成21年の策定計画からずっと同じことを申しておるわけ

ですが、先ほども言いましたように、民間のお力を借りて、そして少子化している

中で、公と民を選べるだけの子どもがいればいいんですけども、本当に少子化して

いる中では、やはり民の皆さんにお力を借りて進める。さらには、現実的に幼稚園

への希望が４割、そして保育所への希望が６割と、さらに今後も就労支援をしてい

くためにも多様な教育・保育ができるこども園というのが今の宍粟市にとっては一

番いい方法であると、このように考えております。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 議論をいくらしても堂々めぐりなんですけど、先ほど教育

長は保育所の希望が６割で幼稚園希望が４割とおっしゃいましたけども、こういう

数字なら、当然幼稚園残すべきでしょう。ですから、今、ちくさ認定こども園がで

きて丸１年ですよね。そういう中で保護者の声から聞こえてくるのは、やっぱり幼
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稚園に通わせている１号の保護者の方からは、やっぱり子どもにかかわる機会が減

ったというふうな感想が寄せられているんですよね。そこでやっぱり自分の子ども

の育て方を保育所に委託しなければならないのか、それとも幼稚園に預けながら、

もっとできるだけ子どもと接する時間を増やして、子どもを育てたいのか、そうい

うふうな選択肢をやっぱりしっかり持てるようにしなければならないと思うんです

よね。そういうことをなくすことによって、私は宍粟市の魅力自体をなくしている

というふうに思います。ですから、若者が帰ってきてもらいたいと言っても、なか

なか民間のそういう子育て施設しかないということになると、やっぱりその市の姿

勢というのが見えてくるもんですから、やっぱり幼保一元化計画に固執、民間運営

に固執する教育委員会の姿勢が改まらない限り、この問題というのは解決しないと

思いますが、最後、どうでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 先ほど４割、６割と言いましたけども、確かに４割は幼稚

園の希望があります。しかし、年々保育所（後刻訂正発言あり）の入園が減ってお

りまして、今後ますます保育所への需要が高まるということがあるということで、

御理解いただきたいんですが。 

  それと、こども園でやるということにつきましては、３歳から５歳児までにつき

ましては、担任をきちっとつけて、幼児教育をやるわけでありますし、そして、お

昼、給食を食べて帰りたい子は帰るし、また、昼から残って保育してもらいたい子

は保育できるというふうに非常に多様な選択肢ができる、そういうこども園にして

いこうというふうに考えているわけですから、十分にニーズに応えられると、この

ように思っております。 

  それから、民に丸投げするというようなことは決してありませんし、これまで言

いましたように、市も一体となって責任を持って推進していくということで、最後

まで市がかかわっていくということも申しておりますので、今申しましたように、

幼保一元化を進めていきたいと。 

  それから、先ほどちょっと答え忘れておったんですけども、公立がないところも

募集しておりますが、これも前に言いましたように、いよいよ２次募集までかけて、

ないところにつきましては、最終的には市が責任を持たなくてはいけないなという

ことも改めてつけ足しておきます。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 15番です。本当に民間委託をやる気満々なんですよね。ま
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だ１次募集の最中の中で、最終的に２次募集までして、それでなかったら、公立で

やりますよというふうなね、言い方自体おかしいわけですよ。今現在募集期間12月

１日から28日までということで、まだ締め切りにはちょっと遠いですけども、今現

在応募されている法人ありますか。 

○議長（秋田裕三君） 教育委員会、藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） 現在のところ、教育委員会事務局のほうにま

だ申請のほうはございません。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 最後に、もう一つ確認しておきたいのは、私が一番恐れて

いるのは、教育委員会がこういうふうに法人を募集されて、逆に選定委員会で決め

たから、冒頭で教育長が言われた法人と連携して説明責任を果たしていく、そうい

うふうなやり方をとられることが私は一番心配するわけです、今までの教育委員会

を見ていて。ですから、地元がどうしても公立の認定こども園、もしくは認定こど

も園が無理なら、現状のままで置いておいてもらいたいという意向があるのであれ

ば、その意向を最大限尊重する、地域の声、保護者の声を尊重するということを最

後、答弁してください。じゃなかったら、信用できません。 

○議長（秋田裕三君） 西岡教育長。 

○教育長（西岡章寿君） 先ほど私の答弁で保育所が減り、幼稚園が増えるという、

反対の答弁をしたようなんで、ここは訂正させていただきます。 

  それから、先ほどからも言うておりますように、法人とともにやっていこうとい

うことで、決まりましたら、そのことにつきまして、地域の皆様にそこへの要望を

一緒に出しながら、ともに法人と、そして地域とともに新しいこども園をつくって

いこうというスタンスを持っておりますので、決してこちらから無理強いとか、法

人の要望をそのままいくとか、そういうことなしに、地域の皆様に十分説明し、そ

して地域の皆様の声もしっかり聞きながら進めていくということはお約束させてい

ただきます。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 次に、異物混入のことについてお聞きいたします。 

  これもいろいろと資料を出していただいているんですけども、先ほど教育長が言

われましたように、職員の配置基準というのが同じなのは、同じというんか、他の

ところより同様であるというのは当然のことなんですよね。でも、当然のことの中

で、なぜ、先ほども言いましたけれども、山崎、一宮、波賀、千種というふうな順
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番に異物混入が多いのかということを考えた場合に、やっぱりその現場の職員数と

の相関関係を見ざるを得ないじゃないですか。 

  先ほども言いましたように、10万食当たりで見ましたら、山崎が9.3件で千種の

倍あるわけですから、２倍の発生率なわけですよね。ですから、そういうことがわ

かっておって、教育長自身も異物混入というのはゼロに近づけたいという思いがあ

るはずです。ですから、そこで打てる手というのは、パート職員になるかもしれま

せんけれども、一番手のかかる時間帯、一日のタイムスケジュールも見せていただ

きましたけれども、山崎では８時20分から10時50分まで２時間半の中で、これだけ

の何千食という給食をつくらなければならないんですよね。逆に同じスケジュール

の千種は３時間、30分長い中で200数十食というのをつくっておられるわけですよ。

ですから、やっぱり山崎については職員数を増やす、そして給与面で見ても、やっ

ぱり現場の正職員、これ事務職、行政職も入っておりますから、もうちょっと低い

んかもしれませんけれども、いただいた資料では月額で約42万円、でもそれに対し

て常勤の職員については約15万円でありますし、パートの職員の方に至っては労働

時間の関係もありますけれども、８万円から９万円、社会保険にも入れてないとい

うふうな、こういうふうな身分が３段階に分かれているんですよね。ですから、一

つの物をつくり上げていかなければならないという職場については、やっぱりもう

少し丁寧な賃金体系、身分保障の体系がとられないと、なかなか異物混入というの

はなくならないんじゃないかなというふうに思いますが、少なくとも人を増やすと

いうことは考えなければならないんじゃないですか、教育長。 

○議長（秋田裕三君） 教育委員会、藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） 私のほうから、職員数と１人当たりの食数に

対する異物混入について、少し数字的なことを御説明させていただきたいと思って

おります。 

  県の体育保健課が毎年給食施設にかかわります統計結果を出しております。最新

としては平成26年度なわけです。平成26年度では、一日に2,300食、料理員26人の

山崎給食センターは2,000から3,000食のクラスに入ります。県下ではこのクラスは

山崎しかないということで、比較は少しできないんですけれども、その一つ上のク

ラス、3,000から4,000食クラスの給食センターの平均調理員数は24.8ということに

なっております。このことからも少なくはない。また、一宮、波賀は1,050食、調

理員20人でありまして、県の平均がこのクラスでは12.2人となっております。千種

は220食、調理員７人で県平均4.9人に比べましても少ない配置ということではござ
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いません。 

  また、一人当たりの調理員がつくる食数と異物混入が比例するんではないかとい

うことに対しまして、平成28年度11月末までで昨年と比較をしておりますと、12件

減少したということになります。平均すると現在では10万食当たり6.3件というこ

とになっております。センター別では、山崎給食センターが5.9件、一宮・波賀が

6.9件、千種が7.3件ということで、平成27年度と比べまして逆の関係が出てきてお

ります。これは山崎と千種は10倍以上の食数が違いますので、これを一概に比較す

るということはできませんが、調理員一人当たりの食数とこの異物の混入というこ

とに関しては、今年度については比例と関係は出てきていないということを御報告

させていただきます。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 15番です。それでは、異物混入と職員の配置数等の関係が

ないと言われるんであれば、なぜ異物混入が続くのか、そのことについてもう一度

しっかりと検証していただいて、毎月、今月はありませんでしたよというふうな報

告ができるように、その対策を練ってください。 

  それでは、ケーブルテレビの関係に移ります。 

  このケーブルテレビについては、私は特別の思いを持っております。といいます

のは、計画の段階から当然その当時からもう地デジ放送ということは言われてまし

たから、地デジ放送はアンテナを立てたら入る地域というのは、山崎の中心部と一

宮の安積地域ということは、もうその当時からわかっておったんですよね。それで、

本当に果たして光ケーブルを全市域に張りめぐらす必要があるのかどうか、そのこ

とについてもいろいろとたくさん議論しました。そういう中で、あくまで全市に光

ケーブルを敷くというふうなことで、20数億円かけて敷かれたのは、当局のほうで

ありました。私たちは対案として災害時に有効なコミュニティＦＭ放送、こういう

ふうなもののほうが有効的であるという対案も出させていただきました。しかし、

実際には実施されてしまったわけであります。 

  それで、各自治会ごとにゼロの自治会もあると言いましたけれども、山崎全体で

は加入率たった30％ですよ。中には多分自治会で努力されたのか、多いところでし

たら46.8％というふうな自治会もあります。そういう中で、本当に何らかの手を打

たなければ、本当に宝の持ち腐れになるんですよね。市長、私は無料化というふう

なことを言いましたけれども、何か別の加入促進方法ってありますか。市長、どう

でしょう。 
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○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 先ほど来申し上げたとおり、加入促進についてもなお一層努

力して、いい放送も含めてでありますが、無料化については一つの有効な手段と思

うわけでありますが、現状の財政状況を鑑みますと非常に難しいと、このように考

えております。 

○議長（秋田裕三君） 15番、岡前治生議員。 

○１５番（岡前治生君） 時間がありませんので、最後に入札の関係だけ感想を聞い

ておきたいと思います。 

  10月 18日に，1,000円単位まで同じというふうな入札が２件ありました。それで、

11月 17日にも同額の落札が１件ありました。その10月 18日と11月 17日、1,000円単

位まで同じという会社が同一の会社であります。ですから、本来、いくら偶然にし

ても、こういうことというのはあり得るのかなというふうに思うんですけども、そ

の点、本当に市長、調査とかの必要がないのか、あくまで適正に行われたというふ

うに言っていただけるのかどうか、最後、答弁ください。 

○議長（秋田裕三君） 清水副市長。 

○副市長（清水弘和君） 予定価格につきましては、業者さんが入札を投じられた後、

その当日の朝に複数の者が立ち会いをいたしまして、最低制限価格をいわゆるラン

ダムな係数を使って設定をいたしております。したがいまして、いろんな心配もさ

れることはあると思いますが、今のところそれはないというふうに思っております。

今後、そういうふうな懸念があれば、随時改正をしたいと思っておりますが、私が

判断をいたしますのは、現在のところはないという判断でございます。 

○議長（秋田裕三君） これで、日本共産党宍粟市会議員団、岡前治生議員の代表質

問を終わります。 

  続いて、創政会の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信志君） 12番、高山でございます。議長より発言の許可をいただ

きましたので、創政会を代表して大きく４点について質問をいたします。 

  まず、市長選挙と新年度の予算編成についてであります。 

  少子高齢化、過疎化が進む中、行政組織の重点化、効率化、時代に即応した行政

システムの改革、財政基盤のより充実が求められ、かつ効果的で持続性のある行財

政運営がさらに求められております。今後におきましても、市民のニーズはさらに
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多様化するものと考えられます。 

  そのような中において、市長は、諸問題に対し、真正面から取り組み、解決に努

められており、常に市民との対話を重ね、市民参画のまちづくりに全力で取り組ま

れていると評価をしております。中でも市民の足の確保として、地域公共交通の再

編、宍粟の自然と森林を生かした県下初の森林セラピー基地のグランドオープン、

中でも若者の定住促進と雇用の創出に繋がる兵庫県立森林大学校の誘致は、県下の

みならず、全国に宍粟の名を知らしめることでしょう。また、少子高齢化に対し、

子育て支援、学校規模の適正化、安全・安心なまちづくりには欠くことのできない

医療の充実、高齢者福祉の充実など、ほかにも数々の事業にスピード感を持って着

実に取り組んでいただいております。 

  そこで、お聞きをいたします。今後の市政における諸問題解決のため、次期の市

長選に立候補の意思をお持ちであるのか、決意のほどをお伺いをいたします。 

  次に、予算編成についてでございますけれども、市長が初めて立候補するに当た

り、マニフェストを掲げられた事業の現時点の達成度の自己批判（後刻訂正発言あ

り）はどのようなものか、お伺いをいたします。 

  市長、議員の任期も４カ月余りを残すところとなりました。任期中、これだけは

やっておきたかったかと思えることはあろうかと思いますが、やり残したと思われ

る事業はどのようなものか。 

  ３点目といたしましては、住民が夢と希望が持てる平成29年度予算編成を期待を

しておりますが、どのような思い、考えを持って編成に臨まれるのか。 

  ４点目、予算については総花的にとかくなりがちでございます。特に重要施策、

何にウエートを置いて取り組まれるのか、お伺いをいたします。 

  最後に、以前にも質問をいたしておりましたが、合併特例債の発行期限が迫り、

また、交付税も一本算定となり、さらなる財政の健全化が求められます。行財政安

定への取り組みについてお伺いをいたします。 

  ２点目でございますけれども、人口減少の抑制について伺います。 

  人口の減少に歯どめがかかりません。ほとんどの自治体が人口減少対策を最優先

のテーマに掲げて取り組んでいるのが現状であります。若者世代が住み、子育てし

たくなる魅力あるまちづくりが求められます。市長にとって魅力あるまちとはどの

ようなものか、まずは伺います。 

  次に、創生総合戦略といった国・県の施策を踏まえつつも、本市の地域的特性を

踏まえた施策を求めるが、その取り組みについてお伺いをいたします。小さく６点
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について伺います。 

  若者の流出の抑制には、安定した雇用の場づくりが最優先であるが、さらなる取

り組みについての考え方を伺います。 

  ２点目、国の補正予算を活用した３世代による子育て支援、幼少期から地域に根

差した人材育成の施策が事業化されております。本市におけるそれらの施策への取

り組みについてお伺いをいたします。 

  ３点目、人口増対策は流出の抑制とともに、流入、移住に取り組むべきでありま

す。移住には、地域の理解度が不可欠でございます。地域に理解、協力をいただけ

る取り組みについてお伺いをいたします。 

  ４点目、子育て環境はかなり整ってきていると感じていますけれども、教育費に

対する経済的負担が大きいといった声がございます。例えば保育料の軽減、学校給

食費の無料化についての考え方をお伺いをいたします。 

  ５点目、消防団員の婚活など、出会いの場づくりにより、成婚されたケースが出

てまいっております。大変喜ばしいことでございます。これら男女の出会いの場の

創出、支援がさらに求められています。その対策についてお伺いをいたします。 

  また、これまで何回か質問してまいりましたが、結婚・出産に対する祝い金制度

の創設の再考をお伺いをいたします。 

  次に、安全で安心なまちづくりについて伺います。 

  住みなれた地域で暮らし続けることができる施策の充実を図ることも転出の抑制、

転入の促進にも繋がると思います。安全・安心なまちづくりが求められます。大き

く次の４点について今後の取り組みについてお伺いをいたします。 

  １点目でございますけれども、通勤、通学、災害（火災）発生時に支障を来す狭

隘な道路の把握とその拡幅整備対策についてお伺いをいたします。 

  ２点目、人口減少に伴い道路はもとより、上下水道などの使用料の減となり、イ

ンフラの維持管理にも影響が出てくると思われますが、対策についてお伺いをいた

します。 

  ３点目、全国的に医師不足である中において、本市にとって医療の充実は最優先

事項でございます。医師確保などに対し今後の取り組みについてお伺いをいたしま

す。 

  ４点目、高齢化社会が進み、限界集落が表面化しております。集落維持、生活基

盤維持の対策への取り組みについてお伺いをいたします。 

  最後でございますけれども、過去の一般質問の進捗状況についてお伺いをいたし
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ます。 

  私どもの任期も残すところ数カ月となってまいりました。本日を含めまして２回

の質問の機会しかございません。私がこれまで代表・一般質問をしてきた中で実施

されたもの、検討されているもの、現在進行されているもの、次年度予算に反映し

てもらいたいものがございますが、次の質問の進捗を伺います。平成27年６月から

平成28年３月の質問に絞って伺います。 

  １点目といたしましては、農産物の販売ルートの確保と拡大をという質問をいた

しました。それは生産力の向上・拡大を図り、遊休農地の対策についてでございま

した。答弁といたしましては、市内全域に集荷所を複数設置し、市内循環集荷ルー

トを構築するといった答弁でございました。 

  ２点目といたしましては、家庭に余ったもの、ダイコンにしろ、ハスにしろ、ハ

クサイにしろ、そういった農産物の集積をしてはどうかというテーマでお伺いをい

たしました。それにつきましては、システムの構築に向け関係者と協議をしてまい

りたいと答弁をいただきました。 

  ３点目といたしましては、先般も行われましたけれども、しそうビジネスサポー

ト事業についてでございました。開催時期も含め効果の高いものに発展させてまい

りたいと答弁をいただいております。 

  最後の４点目でございますけれども、たたら遺跡など歴史資源の活用についてお

伺いをいたしました。答弁といたしましては、たたら遺跡の市内分布調査や保存活

用を進めるとの答弁をいただいております。 

  創政会の意見を集約し、大変多くの質問をさせていただきました。明快な答弁を

求め、１回目の質問といたします。 

  以上であります。よろしくお願いします。 

○議長（秋田裕三君） 高山政信議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） 創政会代表の高山議員より御質問、大きく４点いただいてお

りまして、その中で最後の過去の一般質問の進捗状況でありますが、これにつきま

しては、具体的な動きもしておりますので、後ほど担当部長から一つ一つお答えを

させていただきたいと、このように思います。 

  他の３点につきましては、私のほうから。ただ、たくさんの非常に重要な課題

等々を含めて提案もいただいておりますので、できるだけ簡潔に御答弁をさせてい

だけたらなあと、こう思っております。 
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  また、あわせもって、順番をまず人口減少の抑制、さらに安全で安心なまちづく

りについて、最後に市長選挙と新年度予算と、こういう順序で御答弁を申し上げた

いと思いますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

  まず，人口減少を抑制する魅力あるまちづくり、市長として魅力あるまちとは一

体どんなまちだと、こういうことでありますが、第一に地域にとって、あるいは宍

粟市にとっても活力があるまちではないかなと、このように考えております。 

  さらにまた、住む環境が整い、働く場があり、安心して子どもを産み育てる、そ

んなことができるまちであろうと、このように考えておりまして、このことは昨年

策定をしております総合戦略にも通じるものと、このように思っております。その

ことから、市民の皆さんがいつまでも住み続けたいと、こう思っていただけるまち

であるんではないかなと、このように思っています。 

  中でも、実は、先般、市内の３校の高校生３年生に対しまして学校のほうに御無

理を申し上げて、進路状況等々の調査を少しさせていただきました。321人に対し

まして調査をする中で、本年の進路の状況の中で、宍粟市にとどまって働いたり、

あるいは学校へ通ったりと、こういうことが87名であります。率にしまして17％弱

であります。学校から聞いておりますと、昨年より少しずつ伸びてきておるのかな

と、こう思っています。中でも、87名のうち市内にとどまって働こうという高校生

は55人と、こういう状況でありまして、後ほど触れますが、商工会であるとか、あ

るいは経営者協会であるとか、いろんな形で地道に市内の企業の戦略をもってＰＲ

等々、あるいはマッチング、そういったことの成果が少しずつ出ておるのかなと、

こんなことを思っています。 

  ただ、市内にとどまってという方の対象の中で、少し深めて調査をしております

と、じゃあどうして宍粟市に残るのということでありますが、大きく三つが上位に

ありました。一つは、家族が近くにいるから、それから２点目は、愛着があるから、

それから３点目は、宍粟市の自然やまちの風景が美しいからと、こういう回答が上

位三つでありました。したがいまして、このことから見て、魅力のあるまちと、若

い人たちにとってもでありますが、私たちにとってもそうでありますが、やっぱり

家族が近くにいる、あるいは愛着を持てる、それから自然やあるいは豊かな風景、

そういったものにやっぱりある意味の魅力を感じておられるんではないかなと、こ

んなふうに思っておりまして、そういったことを含めて今後重要な柱として進めて

いくことが読み取れると、このように思っています。 

  ただ、このアンケートについては、もう少し私なりにも分析をしていきたいと、
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こう思いますが、そんな状況はあります。 

  １点目の雇用づくりの場でありますけども、この９月議会で産業立地促進条例、

あるいは起業家支援条例の議決をいただき、制度を拡充し、支援を実施しておりま

すが、さらに新年度においては市内で無料の職業紹介事業等々、いわゆるハローワ

ークの宍粟版でありますが、そういったものを本格的に実施する中で、求人の開拓

であったり、雇用の促進、あるいは企業の人材確保に取り組みたいと、このように

考えております。 

  ２点目の三世代による子育ての関係でありますが、県事業で地域祖父母モデル事

業が実施なされております。地域とシニア世代がかかわる仕組みづくりに取り組ま

れておる状況でありまして、本市としても子育て支援の一つの形として研究してま

いりたいと、このように考えております。 

  ３点目の移住を推進するための地域の理解、協力を得る取り組み、このことであ

りますが、平成27年度より定住促進コーディネーターを配置して、移住・定住促進

に取り組んでおるところでありますが、本年10月からは、定住協力員を市内15地区

に配置し、移住者の地域生活支援をすることとしております。より地域との連携や

連絡をスムーズに行う中で、本事業の熟成に努めていきたいと、このように考えて

おります。 

  ４点目、子育て環境のことでありますが、保護者の負担軽減を図ることは重要な

施策であろうと、このように考えておりまして、現在、国においても保育料の無償

化等を進めていきたいと、こういう国の動向もあります。そういったものも十分注

視しながら、今現在におきましては、宍粟市としては段階的に負担軽減を図ること

としておりますので、その方向で進めていきたいと、このように考えております。 

  また、給食費につきましては、保護者から現在約１億3,000万円余りを御負担い

ただいておる状況でありますが、無料化をするとするならば、一般会計をかなり圧

迫するんではないかなあと、こんなこともあります。そういったことから、現在は

食育を推進するという観点で、給食食材費補助、例えば揖保川のアユであったり、

そういったものを含めて、そういったものを補助する中で軽減をしておると。引き

続いてそういったことについての継続をしていきたいと、このように考えておりま

す。 

  ５点目、男女の出会いの場合の創出支援については、これまでいろいろ事業を展

開してきたところでありますが、そういったノウハウを生かし、さらに充実させな

がら、地域で結婚支援に携わっておられる皆様のお力を借りながら、また地域でも
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いろいろ考えていただく中で、出会いの場の提供はもとより結婚支援に向けた機運、

そのものを宍粟市全体で高まるよう取り組んでまいりたいと、このように考えてお

ります。 

  先週の日曜日には、昨年来より引き続いてやっております消防団を対象にした婚

活を実施しましたところ、男女30名ずつの中でやったわけでありますが、８組のカ

ップルができたと、こういうことであります。ちなみに、昨年はそういった消防団

のそういう事業をする中で、３組が結婚なされたという実績もあります。地道に続

けていきたいと、こう思っておりますが、市民の皆さんにそういった機運を高める

醸成を図ってまいりたいと、このように思っています。 

  次に、結婚・出産に対する祝い金の創設でありますが、宍粟市の結婚、子育て支

援の方向としましては、今申し上げたとおりでありますが、そういう結婚や、ある

いはそういったことの機運を高めていこうと、こういうことでありますが、平成29

年度からは、御承知のとおり、子育て世代包括支援センターを開設して、いわゆる

妊娠から出産、さらに就学までの切れ目のない子育て支援を推進していきたいと、

このように考えておるところであります。 

  ちなみに、祝い金制度のことでありますが、一時的な現金給付も大事な部分があ

ろうかと、こう思うわけでありますが、当面、安心して妊娠、出産、子育て、これ

ができる環境整備に中長期的に取り組んでいきたいと、そういう意味では、平成29

年度から包括支援センターを中心に取り組んでいきたいと、このように考えており

ます。 

  次に、安全・安心のまちづくりの関係の御質問であります。４点いただいており

ますが、道路状況というのは、宍粟市は御承知のとおり、もう道路が非常に大きな

生活基盤の要素を持っておりますが、市道等々を含めてでありますが、平成28年の

４月現在で、市道は1,432路線、実延長にしますと589キロメートルと、非常に膨大

なところであります。そのうち353キロメートルが大体4.0メートルの幅員を持った

ところに改良をしておりまして、率にしますと約60％となっておる状況であります。  

  未改良の区間の内訳は、現在通行可能な区間がそのうち89キロ、幅員が狭小な区

間が108キロ、通行が全く不可能な区間が39キロと、こんな状況でありまして、そ

れぞれ自治会、あるいは地域、地元からの要望によりまして、緊急度の高い、ある

いは優先度の高いそのものから道路改良等々やっておる状況でありますが、なかな

か非常に現状としては遅々として進んでおらない状況でありますので、非常に時間

がかかる部分、あるいは優先度を含めて、今後の大きな課題と、このように捉えて
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おります。 

  続いて、人口減少による上下水道料金の関係でありますが、この減少につきまし

ては、もう宍粟市だけではなく、全国の全ての自治体の問題であるとこのように捉

えておりまして、上下水道事業会計の根幹であります料金収入が減少すれば、経営

基盤が崩れ、インフラ施設の維持管理が困難になることは、当然予想されることで

あります。 

  対策としても、国の交付金であったり、あるいは、補助金等々の財政支援を活用

しながら、人口減少に対応した施設規模であったり、設備の最適化や事業の広域化

等、こういったものを検討しながら順次インフラ整備をしていくことが大事かなと

こう思っておりまして、あらゆるいろんなことの中で経費削減に努めていきたいと、

そのことが安定した経営に繋がると、このように考えております。 

  続いて、総合病院を含めた医師確保の取り組みでありますが、現在は、神戸大学

医学部の医局からの派遣を中心としてやっておりましたが、そこへ加えて兵庫県と

大阪医科大学との連携による派遣、さらには、製鉄記念広畑病院、姫路北病院、姫

路循環器病センターからの医師の派遣を受けておる状況であります。 

  また、基幹型の臨床研修病院として初期研修等を積極的に受け入れることによっ

て、将来の医師確保に繋げていくよう、今現在努めているところであります。 

  今後、この取り組みも継続すると同時に、さらに関係機関と十分連携をしながら、

医師確保に努めてまいりたいと、このように思っております。 

  最後の４点目の高齢化の進展のところで集落の維持等々でありますが、現在、自

治会等交付金により、単位自治会、あるいは地区の自治会等の支援を行うとともに、

平成27年度より地区コミュニティ醸成事業を創設して、小規模自治会を含めて地域

の取り組みを支援することによって、元気を取り戻すことを基本に支援を行ってお

るところであります。 

  しかしながら、人口減少により集落機能や農村環境の維持が、単独集落だけでは

非常に困難な状況になりつつあることから、広域的な活動の受け皿として、いわゆ

る旧村、旧町域の協働のまちづくり、こういったものを進めることによって、新た

なまちづくりを進めることとしております。 

  また、生活基盤の維持対策としましては、取り組みを進めております生活圏の拠

点づくり計画において、集落と生活圏の拠点を公共交通で結び、集落内に不足する

機能は拠点周辺に位置する施設で補えるよう計画をしていきたいと。ちなみに、昨

年から宍粟市の公共交通をああいう形にしておりますが、今、いろいろな形で御意
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見をいただいておりまして、ようやくスタートして１年が経過しました。いろんな

課題もたくさんあるところでありますが、市民の足としてさらにステップアップを

図らなくてはならないと、このように考えておりますが、市民にとって非常に大き

な生活基盤の一つであろうとこう思いまして、そのように今後も進めていきたいと

思います。 

  一番最初のことでありますが、市長選挙と新年度予算編成、この関係であります。 

  私は、平成25年の市長選挙で「勇気と決断を持って」、また「スピード感あふれ

躍動する宍粟市」、こういった大きな理念のもとに、「軽快なフットワークで創造

から実践へ」とこういうことを目指して、この間取り組んでまいりました。 

  特に、四つの政策テーマを掲げて取り組んできたところであります。 

  １点目は、市民の皆さんと職員との徹底した対話。２点目は、自然と資源を生か

そう。３点目は、人と人の繋がりを大切にしようということであります。最後の４

点目は、限りある財政の有効活用とこういう大きな政策テーマを掲げて、この間取

り組んでまいりました。 

  特に、市民、職員との徹底した対話については、その対話の中から可能な限り市

政に反映するものは生かしていこうということで、ざくっとでありますが、年間

120から140カ所程度、市民の皆さんといろんな形でひざを交えて御意見をお伺いし

ました。その中で、政策的にあるいは施策に反映できたものもありますが、そうい

う対話をさせていただきました。 

  ２点目の自然と資源を生かすと、こういうことは、先ほどお話があったとおり、

県下で初めての森林を生かしたということで森林セラピーに取り組むことができま

した。また、森林大学の誘致にも、そういったことから繋がったんではないかなと

このように思います。 

  ３点目は、人と人の繋がりとこういうことでありまして、特に、教育、医療、そ

ういったことの、非常に市民にとっても安全・安心というのは非常に大事なことで

あります、それは心のよりどころになるだろうと、こういう考え方の中で、総合病

院、あるいは、さらにまたドクターヘリの導入についても、特にヘリコプターの基

地、そういったものをいち早く整備をさせていただきました。 

  あわせもって、先ほど申し上げた市民の足となる公共交通、これは病院、買い物

も含めてでありますが、そういったことで繋がりをつくっていく、そういう仕掛け

もさせていただきました。 

  また、本年度から議会の議決を経て手話言語条例を制定していただく中で、健常
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者もあるいは体に障がいのある方も含めた、まさにともに生きるまちをつくる第一

歩として、そういったことのお互いがお互いを大事にするまち、そんな意味で取り

組んだところであります。 

  ４点目の限りある財政の有効活用でありますが、これは当然でありますので、限

りある財源をいかに有効に使っていって、将来に負担の軽減を図っていくか、こう

いうことでありまして、俗に言うバッター順を明確にして、やるべきことから可能

な限りやっていったと、こういうことでありまして、また、歳入と歳出のバランス

を保ちながら、そういったことで努めてやってきました。少しではありますが、財

政状況も少しずつある意味で好転しておるのかなと、こう思っておりますが、ただ、

なかなか厳しい現実はそのとおりであります。 

  以上、特にそういう四つの目標を掲げてこの間取り組んできたところであります

が、私としては常に前向きにスピード感を持って取り組んでまいりましたが、まだ

まだ満足のいく到達点に達したとは言えないと、このようには思っております。 

  したがいまして、さらに市民ニーズを的確に把握しながら、できること、できな

いことを明確に説明しながら、しっかり対応しなければならないと、このように思

っております。 

  ２点目のやり残した事業は何かと、こういうことでありますが、昨年、策定をし

ました地域創生総合戦略、その今後の展開が非常に重要だと、このように思ってお

ります。この総合戦略をはじめ、さまざまな計画や事業を展開してきましたが、結

果がすぐにあらわれるとはなかなか言いがたいと、また、決してそのようにあらわ

れてくるものではないと、このように思っておりますが、むしろこつこつと地道な

取り組みがきっと将来大きな花を咲かすことと、私は思っておるところであります。

まさにまちづくりに終わりはございません。その意味では、全ての施策にまだまだ

改善の余地があり、新たな発想や視点から事業展開が必要ではないかなと、このよ

うに感じております。 

  予算編成の関係につきまして、３点目から５点目御質問いただいておりますが、

あわせてでありますが、いよいよ今年度から交付税の合併特例の段階的な縮減が始

まっております。今後ますます財政運営は厳しいものになるだろうと、このように

考えております。これまで人件費やあるいは交際費の抑制等、歳出削減に努めてま

いりましたが、今後はさらに既存の事業についてもしっかり優先順位をつけ、取捨

選択を行う必要があるため、全職員が財政健全化の必要性を十分認識する中で取り

組んでいかなければならないと、このように考えております。 
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  しかし、一方で、新年度の予算におきましては、宍粟市が今直面しております人

口減少対策の取り組みがまさに急務であると、このように考えておりまして、宍粟

市に住んでみたい、住み続けたい、いわゆる冒頭申し上げた魅力のことであります

が、その施策、特に定住促進、あるいは若者の定住、子育て環境の整備、今やらな

ければならないという思いで、積極的にこのことに取り組んでいかなければならな

いと、このように考えておりまして、そういった方向で予算編成に当たっていきた

いと、このように考えております。 

  最後に、市長選挙のことでありますが、先ほど来、るる現状のこと等々を述べま

したが、宍粟市がこれから目指すべき方向は、私はやはり人口が減る中にあっても、

あるいは少子高齢化が進もうとも、宍粟市やあるいは地域の活力をいかに保ち、将

来への市民の皆様が希望を持てる地域、その実現だと私は考えております。特に、

その対策に近道は決してないと、このように考えておりまして、まさにグローバル

な視点を持ちつつ、しっかり将来を見据え、宍粟らしさや宍粟の強みをしっかりさ

らに生かし、一歩一歩前へ歩みを進めることがとっても重要なこと、このように私

は考えております。 

  そのため、間もなく私も１期目の任期を迎えるわけでありますが、今年９月より

今日まで多くの市民の方々、また後援会の皆様からの思い等々をお伺いする中で、

宍粟創生をさらにステップアップしなくてはならない、そういう強い思いで、今回

御質問いただいておりますが、この場をお借りして決意を新たにして、次に２期目

に対し挑戦をさせていただきたいと、このことを表明させていただきたいと思いま

す。どうぞよろしくお願い申し上げたいと思います。 

  以上でありまして、あとは担当部長のほうから御答弁をさせていただきます。 

○議長（秋田裕三君） 中岸産業部長。 

○産業部長（中岸芳和君） 私のほうからは、最後の御質問の過去の質問の進捗状況

について、４点ございますけども、まず、農産物の販売ルートの確保と拡大、また、

家庭菜園による農産物の集積、そして、宍粟ビジネスサポートの３点について答弁

のほうをさせていただきたいと思います。 

  まず、１点目の農産物の販売ルートの確保と拡大についてでございますけども、

現在、ＪＡ等の事業体と協議をしております中で、現在の市内の生産者の状況を見

ますと、数多くの農産物を出荷している生産者が少ないような状況でございます。

その中で、まず、複数のルート集荷所を設置するというのにつきましては、それぞ

れの事業を実施するものに対しては非常に効率がよくないということがありますの
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で、まずは出荷者を募っていくということで、現在、出荷しております生産者の

方々の集荷をしつつ、それを見てたくさんの生産者の方が、いや自分も出してみよ

うと、こういうふうに考えていただけるようになってから複数の集荷ルートを構築

していけばどうだろうなということで、そのための支援策を今現在構築しようと検

討を加えているようなところでございます。 

  それと、続いて２点目の家庭菜園による農産物の集積についてでございますけど

も、これにつきましても、先ほど申し上げましたルートの構築を見ながら、それぞ

れ農家の方々が家庭菜園で栽培されたものの一部でも現金収入化をしたいなと、そ

ういうふうに考えていただくことが大事と、そのように考えております。その中で、

この複数の集荷所をつくった段階での出荷をしていただくように、１点目の販売ル

ートの確保と兼ね合わせて、単年での支援策でなしに、継続した支援を検討してい

きたいと、そのように考えております。 

  最後に、３点目の宍粟ビジネスサポートにつきましてでございますけども、平成

27年度の事業としまして、平成28年の２月14日に第１回目のしそうビジネスサポー

トを商工会、また市内の金融機関との連携のもとで実施させていただいております。  

  この開催結果について、いろいろと反省点等もございました。まず、１点目とし

ましては、高校の入試と重なったとかということがございまして、生徒さんの来場

が少なかったというようなことがございます。こういうことを踏まえて、本年にお

きましては、去る10月23日の日曜日に文化会館のほうで市内の事業所、また企業等

に参画をしていただきながらしたような次第でございます。 

  この事業を実施した後で、関係団体等で検証する中で、やはり昨年と比較して２

回目ということで、市民の方の来場につきましては、約200人程度少なかったんで

はないかなというふうには感じております。その一方で、やはり２回目ということ

で、市内の各種事業者の方々が共同でいろんなものを考えようということで、ビジ

ネスマッチングにつきましては、多数の商談ができたというふうなことも評価して

いただいているような次第でございます。 

  このような状況を踏まえて、来年度に向けましても商工会、また金融機関と協議

をする中ではございますが、引き続き市内の事業所等の協力を得ながら、ビジネス

サポートは継続していきたいと、そのように考えております。 

○議長（秋田裕三君） 教育委員会、藤原教育部長。 

○教育委員会教育部長（藤原卓郎君） 私のほうからは、たたら遺跡等歴史資源の活

用の進捗について、お答えをさせていただきます。 
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  たたら遺跡につきましては、たたらの里学習館を中心に宍粟鉄を保存する会や、

たたらの里ガイドの会などの御協力をいただきながら、啓発や活用を図り、地域で

の関心も高まりつつあります。 

  本市としましても、市内のたたら関係資料の調査、整理を進めておりまして、今

後も関係機関や地元関係者とも連携をしながら資料の整理や活用に努めていきたい

と考えております。 

  今年度、たたらの里学習館に隣接します山林の伐採をしまして、当時のたたら集

落の石積みを見やすくなったという工事もさせていただいております。 

  また、平成29年度からは、文化財調査事業の一環としまして、市内のたたら製鉄

遺跡の分布調査を実施する予定としております。 

  以上です。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、再質問させていただきたいと思います。 

  再質問の前に、先ほど私が読み上げた質問趣旨の中で、自己批判といったようで

ございますけれども、これは自己評価ということで改めていただきたいと思います。

おわびして訂正をしていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

  それでは、お願いをいたします。 

  先ほどは市長の再選に向けての大変力強い意思表示をお聞きをいたしました。今

後においても、宍粟市民が住んでいることを誇りと愛着を持ち、幸せを実感できる

元気あふれる宍粟市を目指し、スピード感を持って取り組んでくださるものと感じ

ました。期待をしておるところでございます。 

  先ほど、るる、予算編成について大変丁寧に答弁をいただきました。その中で、

今回平成29年度の予算編成に当たって、少し述べさせていただきたいんですけれど

も、詳しい内容については、明日同僚議員が聞かれると思いますので、差し控えさ

せていただきたいと思うんですけれども、予算編成に当たりまして、基本姿勢につ

いてお伺いをいたしたいと思います。 

  そこで述べてありますけれども、人口減少が宍粟市に及ぼす影響、財政を含めて

住民にわかりやすく説明をしていただきたいということでございますけれども、そ

こには、まず全ての職員の方々がやはり危機感を持って対応していただきたい、し

なければと思います。そういった声が私も聞いておりますので、その点しっかりと

今後とも取り組んでいただきたいと思います。 

  そして、先ほども市長のほうから述べられておったんですけれども、１課１件以
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上の提案制度を必須として臨まれるということでございますけれども、120余りの

いろんな市民からの提言もあろうかと思うんですけれども、やはり、すばらしい提

言内容については取り上げていただいたり、また称賛をしていただきたいなと、褒

めたたえてやっていただくことも大事かなと思います。それによってさらに宍粟市

に愛着を持ち、向上心が生まれてくるんじゃないかなと、そのようなことで思って

おりますので、その点もよろしくお願いしたいと思います。 

  それと、決算委員会での意見について、十分にやはり予算に反映させていただき

たいなと、このようなことを思っておりますので、そういった点も求めておきたい

と思います。 

  その中で、シニア世代の生涯活躍ということで触れていただいております。少子

化の発展する中において、市内での生産労働人口も減少をしてまいっております。

そのような中でございますので、今、高齢者の就業が重要視されております。シル

バー人材センターの取り組みと、また企業の求めと、今まで培われてきた技能等を

マッチングをしていただいて、高齢者の就業機会の創出を考えてみてはどうかとい

うことであります。労働力の確保と、また健康増進にも繋がり、医療費の抑制にも

寄与するものと思いますが、その点をお伺いをいたしたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 四つほどの御質問があったんじゃないかと思います。 

  １点目の市民の皆さんにしっかり人口の状況や将来のことをわかりやすく説明せ

よと、こういうことでありますが、タウンミーティングを含めてでありますが、い

ろんな形でまず人口の現状をしっかりまずつぶさに捉えていただくということは非

常に大事だと、こういうことは思っておりまして、当然、人口の動態の中には自然

増減と社会増減があるわけであります。おぎゃーと生まれる、あるいは亡くなられ

る方の差、あるいは外へ出られる方と中へ入って来られる転入転出のこの状況をつ

ぶさに今市民の皆さんにお知らせをして、その状況が一体どういうことなのか、そ

の分析を持って施策に反映していく、こういったことも今後も続けて丁寧に説明し

ていきたいと、このように思います。 

  ２点目のすばらしい提案については取り上げる、当然のことでありますので、職

員のほうからいい提案があれば、それを施策として反映していきたいと、ただ褒賞

制度というのについては、ちょっとまだ疑問がありますので、また今後検討してい

きたいと思います。 

  それから、生涯現役はこれは当然のことでありまして、次年度に向けても生涯現
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役という形については打ち出しをしていきたいと、そのために先般シルバー人材セ

ンターの理事の皆さんともお話をさせていただいて、ただ、今、シルバー人材の登

録も非常に減っておる状況だと、こういったこともありまして、今後、シルバー人

材センターだけではなしに、あるいは経営者の皆さんともそういったこともお話し

合いをする中で、シルバーの活躍できる場を拡充できるように努めていきたいと、

このことが大事だと、このように考えております。 

  以上であります。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、次の移住への取り組みということで質問させて

いただきたいと思います。 

  先月、徳島県ということで同僚議員ら５人で視察に行ってまいりました。少し長

くなるようですけれども、そこは徳島市から車で１時間ほどの距離にございます神

山町ということでございます。宍粟市と変わらないような田舎まちであるというこ

とで、以前はどこにでも同じ悩みがある、転入者より転出者が多いということで、

そのあたりを我々視察をさせていただいたんですけれども、５年前に転入者が転出

者を上回ったということで、逆パターンになったんですね。大変全国的にも珍しい

ということでございます。大変多くの視察が訪れておりました。 

  そういったあたりで、それほどその取り組みについて行政がかかわっていなかっ

たと。その中で、ＮＰＯ法人の取り組みが大変ウエートを占めて、非常にそのあた

りが頑張っていただいたんではないかなと思うんですけれども、その中で、やはり

その地域の特異性というのがやはりあるんですね。そこは四国の88カ所、お遍路さ

んがそこにお参りになるという大きなお寺があるんですけれども、そのお遍路さん

を接待して受け入れるという、そういった文化がきちっと根づいておるんです。何

でも継続しているものですけれども、それがやはり地域と一体となって移住者を受

け入れる事業への取り組みが、そのまま功を奏して商店街の活性化、空き家対策

等々に繋がり、大変効果が出ているということでございます。つまりはおもてなし

の精神があるということでございました。 

  本市におきましても、大変文化の古い地域でございます。そういったことで地域

住民の方々のそういった取り組み、また意識改革の取り組みをしていただいて、移

住をしていただく、そういった受け皿というのが大事かなと思いますので、その点

も少し市長のほうからお伺いしたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 
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○市長（福元晶三君） 移住への働きかけや取り組みというのは、先ほどおっしゃっ

たとおり、まさに今、宍粟市の状況を見て、私はやっぱり居心地のいい地域をまさ

につくっていく中で、そこに来てよかったなと思ってもらえるまち、そんなところ

をつくらなあかんなと、こう考えております。要は、まさにおもてなしではないで

すけども、ようこそ宍粟市へという思いを市民の皆さんに持っていただくことによ

って、その居心地が深まっていくんではないかなと、そんなまちづくりをしなくて

はならないと、このように考えております。 

  そういった意味で、農業、林業、あるいは商工業、観光、あるいは文化を含めた

ところでいいものを出していきたいと、このように思っております。ちなみに、本

年度農業委員会も御努力いただいて、空き家と１アールをセットにして移住を促進

しようという動きもしていただいて、先般、新聞でも読んでいただいたかもわかり

ませんが、そういう趣向も出ておりますので、いろんなことを組み合わせながら進

めていくことが重要だと、このように考えております。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） まず、子育て事業ということで、先ほど市長のほうから思

いを、また今後においてそういった事業に取り組みたいということをお聞きをいた

しました。 

  我々、おでかけ市議会、また議会報告会でいろいろな御意見をいただいておりま

す。その中には、やはり若者が残らない理由、宍粟市にとどまらない理由として、

田舎が不便であると、もちろん交通手段の問題であろうかと思うんですけれども、

地域に魅力がないと、そして、大事なことなんですけれども、田舎のつき合いが煩

わしいと、こういう意見、また、旧町ごとにやはりそういった意識が強いというこ

とで、やはり今後において地域のよさは残すべきであろうかと思うんですけれども、

やはり連携が少しないんじゃないかな、連携が必要ではないかとこういった御意見

が寄せられております。 

  反対に、やはりここに残っていただく、残ろうと思っていただいておる中には、

祭り、そういった文化を大事にしてほしいということなんですね。それから、地域

資源を若者がもっと知ってほしいなという意見、それらを使って魅力を宍粟市から

発信してほしいという、そういった意見が寄せられております。それらあたりがや

はりこの宍粟市を的確に捉えておるんじゃないかな、若者がそういったことをやは

り考えて、宍粟市の未来に夢を託したり、いろんなことを考えておるのかなと思う

んですね。それらをやはり、行政が、我々が少しでも払拭していって、やはりプラ
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スになるようにやっていかなんだらいかんのかなあと思うんですけれども、特に子

育て支援について少し触れさせていただきたいと思います。 

  ある自治体ということでお願いしたいんですけれども、社会全体で子育てに取り

組むことや、また若い世代が将来のイメージを育み、安心して結婚し、子どもを育

てることのできる環境づくりを推進するため、「子どもは宝」文化育成事業を実施

してございます。その中で、先ほども高校生の話が出ておりましたけれども、高校

生などには、結婚や子育てのイメージづくりとして、未来予想図、ワークショップ

などに取り組まれております。 

  ある高校では、子育ての中の子育て中の親も参加して、実際、育てておられる親

も参加されて、そういったワークショップに参加されて実施され、大変高校生の中

でもいろんな御意見等を伺って、大変好評であったということでございますけれど

も、やはり次世代を担う親の育成というんですか、高校生ぐらいな年代層の方々に

そういったことで、やはり市の未来図、また子どもを育ててこんないいことあるん

だよといったようなことを、やはりそういったワークショップを通じてやっている

と、これ大変取り組みとしてはいいんじゃないかなと思うんですけれども、やはり、

逆にそう言ったら失礼なんですけど、若い高校生あたりが特に千種もありますし、

波賀もありますし、山崎の高校生もあります、大変そういった意味で、そういうこ

とを今後宍粟市に残っていただく子どもたちをつくり上げるという考えの中でも取

り入れていただいたらなと、このように思いますので、どうかよろしくお願いした

いと思います。 

  わかりづらかったですか。わかりましたか。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 今おっしゃったとおり、魅力を含めて若者も将来残るように、

やっぱり学校教育、あるいは幼児教育から含めてゼロ歳からずっと一体的に繋いで

いくことが大事だと思いまして、今、教育委員会でも鋭意努力してふるさと教育と

か、あるいは地域の皆さんの人材を活用して、教育の中で生かしていこうとか、そ

ういった取り組みを地道に続けることが、今おっしゃったようなことに繋がってい

くと思いますので、学校教育や社会教育やと言わず、全ての世代の中で、まさに生

涯学習を進める中でも進めていくことが重要と、このように考えておりますので、

そういう方向で進めていきたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、先ほど消防団の婚活事業ということで、大変盛
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況であるということで、カップリング、また成婚者が出たということで、大変喜ば

しいことだと私は思っていますし、今後ともやはり少子化に歯どめがかかるんじゃ

ないかなと、こういうことを思っているところでございます。 

  先ほど消防団の婚活ということで、私あることをお聞きしましたので、少し述べ

させていただきたいと思うんですけれども、先ほどカップリングができたというこ

とで、大変うれしいんですけれども、その中でもう少し飛躍して考えていただいた

らなと思っております。特に、今、若者たちがフェイスブック、またライン、ＳＮ

Ｓと今の若い世代は、そういった有効な効果的な情報発信をしております。そうい

ったツールもございます。先ほどの婚活事業等も若い人の出会いということが大事

なんだろうと思うんですけれども、そういったことで大変成果を上げている自治体

があると聞いております。より多くの出会いのチャンスを繋ぐためには、やはりそ

ういった手段も必要かなと思うんですけども、そこで気をつけていただきたいのが、

やはり個人情報の流出も考え合わせていかないとならんのかなと思うんですけれど

も、そのあたり新しいツールでそういった婚活事業ができないかどうか。答弁をい

ただきます。 

○議長（秋田裕三君） 大島健康福祉部長。 

○健康福祉部長（大島照雄君） 婚活事業につきましては、消防団のものもあります

し、出会い応縁事業とか出会いサポート事業と関係の各課で担当してやっておりま

す。今、御提案いただきましたフェイスブックとか、そういった新しい媒体を使っ

てＰＲしていくということも大変重要なことかと思いますので、研究をしてまいり

たいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、先ほど出ておりました結婚、また出産祝い金の

創設についてでございますけれども、市長御存じのように、合併以前に千種町独自

の制度として、花嫁出産祝い金制度がございました。合併の協議により廃止され現

在に至っている状況でございます。その時代にそれぞれの自治体でベストを尽くさ

れて、少子化対策に取り組まれてまいりました。 

  今日、今の人口問題を考えますと、自治体そのものの消滅も考えられるわけでご

ざいます。宍粟市独自の取り組みとして市のイメージアップ、また知名度の向上に

も繋がるものと思いますので、市民全員で祝ってあげるといった意味も込めて制度

の再考をお願いしたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 
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○市長（福元晶三君） このことについては、前々からもいろいろ会派からもいただ

いておりますし、議会からもそういう一時金的な現金給付はどうだと、そのことに

よって市民こぞってお祝いしようとこういうことでありますが、そのことは十分理

解できるわけでありますが、冒頭申し上げたとおり、やっぱり妊娠、出産、さらに

それから就学、切れ目のない子育て支援をする、このことが非常に大事だとこう思

いまして、そちらのほうを重点的に取り組んでおる状況でありまして、現段階では

大変申しわけないんですけど、お祝い金制度については私はどうかなと、このよう

な認識を持っておりますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、続いてインフラ対策ということでお願いしたい

と思います。 

  先ほど上下水道の関係を言われておりました。いろんな国の支援を受けながら、

維持をしていきたいということでございますけれども、やはり人口減少の影響で、

維持管理も大変になってくるんじゃないかなと、特に料金の問題でやはり負担が増

になってくる、これはもちろん言えることじゃないかなと思うんですけれども、そ

の中で、やはりこの地域に移住したい、住みたいと思われる中に、やはり公共料金

のウエートというのがかなりあるんじゃないかなと、このように思うんですけれど

も、やはり高いより安いと、これはやっぱり誰も望まれることでございますし、や

はり公共料金というのは安い、近くに鉄道があったり、公共交通が充実しておった

り、医療関係が充実しておるというのが、やはり移住の大きなウエートを占めてお

るんじゃないかなと思います。そういったあたりで、やはり水道料金ということも

やっぱり軽減を図っていくべきかなと思うんですけれども、そのあたりなかなか人

口減少が発生すれば、そういったあたりもこれから真剣に考えていかなならんのか

なと思いますし、移住に対してもやはり少しでも移住していただく、そういった料

金設定も必要じゃないかなと思いますので、その点お聞きしたいんですけれども。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） ３年ほど前、約でありますが、この水道料金、上下水道も含

めて市内統一を図ろうということで、合併協議の中でもなかなかできない状況の中

で、上下水道料金を統一させていただいて、さらにまた、将来の安定的な経営、当

然、安全安心な水の提供とこういった観点の中で、概ねですけど、約16％ほど軽減

をさせていただいております。その後もう２年余りが過ぎておるところであります

が、現状では何とか安定的な経営は推移しておるところでありますが、今後、人口
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減少等々あるいは給水量の状況、そういったことも見ながら、この水道料金を含め

た、あるいは上下水道のことについては検討を加えていかなならんと、こう考えて

おりますが、現段階では先ほど申し上げたとおり、先に16％ほど削減して統一して

ということがありますので、いましばらく状況を見させていただきたい、このよう

に思います。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） もう少し時間がございますので、お願いしたいと思います。 

  もうすぐ積雪のシーズンを迎えるわけでございますけれども、やはり狭い道路の

箇所がたくさんございます。そういったあたりで、やはり子どもの学校の登校、登

園等にも雪が降れば道の幅が半分になるということで、大変支障が出てきます。そ

ういったことで、やはり早くそういった箇所を直していただきたいということなん

ですけれども、先般の資料にございましたけれども、対策必要箇所96件ということ

で、80カ所が処理済みとなってございます。その残り16カ所がまだ未処理というこ

とで、これについて進捗状況等々どうなっているのかなと思うんですけれども、そ

のあたりいかがでしょうか。 

○議長（秋田裕三君） 鎌田建設部長。 

○建設部長（鎌田知昭君） 失礼します。幅員の狭小な箇所で必要な箇所といいます

と非常にたくさん先ほどから出ていましたようにございます。地元の協力体制のも

とに、予算の範囲内でしか今のところはできない範囲がありますが、単純に言いま

すと、例えば、用地ではなしに側溝を修繕するだけでも対向ができるとか、あるい

は通行が可能になるとかという場合もございますので、そういう修繕のほうでも、

そういうことの解消に向けて取り組みを進めていかせていただけたらなというよう

に考えております。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） 先ほどビジネスサポートの話をさせていただいて、答弁が

昨年度より200名減ったと、これ聞き違いじゃないかなと思うんですけど、よろし

いですか、それで。 

○議長（秋田裕三君） 中岸産業部長。 

○産業部長（中岸芳和君） 正確にカウントしておるわけではございませんけども、

記念品等を出している関係上、それで見ましたところ、やはり昨年から比べれば約

200人程度減少したんではないかなというふうに感じております。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 
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○１２番（高山政信君） その事業のやり方等々は深く掘り下げないことにしますけ

れども、やはり、先ほど言われましたように、地元の高校生、または大学出の方が

残ってほしいという願いから発言させていただきたいんですけれども、やはり、学

生さんとまた高校、また大学の先生方と、やはり一番多く人が集まっていただくそ

の日を設定をしっかりとしていただきたい。もちろん企業の方にもお願いしたいん

ですけれども、少しでも宍粟市内に残っていただくということを、先ほども市長の

ほうからたくさんの方が残っていただくような発言をいただいておりますので、よ

り多くの方がやはりこの宍粟市に残っていただいて、人口増に繋げていただきたい

と、そういった思いがございますので、今後の取り組みについて少し伺えたらなと

思います。 

○議長（秋田裕三君） 中岸産業部長。 

○産業部長（中岸芳和君） 当然、ビジネスサポートにつきましては、市内の企業が

こんなことをしているということのみならず、やはり企業側にとりましたら、人材

の確保ということのねらいもございます。そのような中で昨年は２月にして、それ

ではやはり少し時期が違っておるんと違うかということで、今年につきましては10

月にさせていただいております。そのような中で、やはり企業同士のマッチングと

いうことについてのコンセプトはできたけれども、やはり人材確保という企業が第

一として考えているところにつきましては、もう少し開催時期は検討すべきじゃな

いかということもあります。やはり、こちらのほうでこんな職もあるということを

知っていただくためにも、開催時期等については再度検討させていただいて、開催

の方向で検討させていただきたいと思います。 

○議長（秋田裕三君） 12番、高山政信議員。 

○１２番（高山政信君） それでは、最後になろうかと思うんですけれども、特に市

長、先ほどからいろいろと市長のほうから答弁をいただきました。多分同じ思いだ

ろうと思うんですけれども、今後においても、さらに求められますことは、地域の

思いがまちづくりに反映し、それぞれの地域で抱えている問題解決に努めていただ

くためにも、地域と行政がともに安全で安心して暮らせるまちづくりの目標を共有

すること、そして地域で解決できることは地域でとの宍粟市コミュニティスタイル

の醸成を図ることが郷土愛に繋がるものと思います。多くの住民参画をしていただ

く仕組みづくりが行政改革の基本原則であります最小の経費で最大の効果を生み出

すことにも繋がると思われます。市民からは住みやすい、住み続けたい、住んでよ

かったと思われ、また訪れる人たちからは住みやすそう、住んでみたいと思っても
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らえる、選ばれる自治体を目指して取り組まれることを願い、質問を終わります。 

○議長（秋田裕三君） これで創政会、高山政信議員の代表質問を終わります。 

  午後３時20分まで休憩といたします。 

  暫時休憩。 

     午後 ３時００分休憩 

                                       

     午後 ３時２０分再開 

○議長（秋田裕三君） 休憩を解き、会議を再開いたします。 

  続いて、公明市民の会の代表質問を行います。 

  通告に基づき発言を許可します。 

  10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） 10番、西本です。議長の許可をいただきましたので、公明

市民の会を代表して、２項目について質問をさせていただきます。 

  最初に、高齢者ドライバーによる事故を防げということで質問させていただきま

すが、このタイトルについて少し私の趣旨を申し述べさせていただきます。 

  高齢者に限らず車を運転する方は、年齢に関係なく誰でも事故を起こすリスクは

あります。さらに、高齢者でも無事故無違反のドライバーはたくさんおられます。

今回、私がこの問題を取り上げた趣旨は、主に認知症の疑いがある人や認知機能が

低下している高齢者等による事故を指摘するものでありますので、どうぞ御理解い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  さて、そのような前置きを置きまして質問に入らせていただきます。 

  近年、高齢者ドライバーによる痛ましい事故が増えております。2016年警察白書

によりますと、全国的には2015年末現在、75歳以上で自動車の運転免許証を保有し

ている人は477万人、全保有者は8,215万人であります。前年比では30万人の増加で

あるとしています。また、２年後の2018年には532万人が推計されています。 

  さらに、75歳以上による死亡事故は471件で、全体の12.9％にのぼる、このうち

認知機能の衰えなどの認知症が疑われる75歳以上のドライバーの事故は４割を占め

ている。このことから警視庁は、75歳以上の運転免許保有者のうち29万人から75万

人が認知症の可能性があると推計しております。 

  また、高齢者ドライバーによる高速道路の逆走も深刻で、国土交通省によると、

2011年から2015年に発生した逆走のうち約７割は65歳以上だったとのことでありま

す。さらに、子どもたちの集団登校の列に突っ込むという痛ましい事故も発生して
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おります。 

  国は、このような実態を受け、対策の一環として2017年３月から一定の認知機能

の低下による違反行為があれば、75歳以上の運転者は免許更新期日を待たず新設さ

れる改正道路交通法の臨時認知機能検査を受けることになります。その結果がよく

なければ、実車を含む臨時高齢者講習を、さらに悪ければ医師の診断書を提出する

必要があります。そのことは免許取り消し、または自主返納などの可能性が出てき

ます。 

  2015年現在で65歳以上のドライバーは 1,710万人にのぼるが、自主返納したのは

27万人にとどまっているとのこと。高齢者ドライバー本人もその家族にとっても、

自動車は生活に欠かせないものです。特に、当市においても公共交通を整備しつつ

も、いまだ市民の足とはなり得ていないのが現状であります。したがって、健康上

の問題があっても、自動車なしで生活できないのが現実で、運転免許証を持つこと

に執着をせざるを得ない状況があります。まさに負のスパイラルに陥っている状況

であると考えています。早期に改善への具体的な手を打つ必要があります。以下、

市長に現状と今後の対策を伺います。 

  一つ、当市の高齢者ドライバーの現状と認識を伺います。 

  二つ、高齢者ドライバーと家族等の相談窓口の設置の考えは。 

  三つ、相談窓口に医療系専門員の配置の考えは。 

  四つ、診断書の発行できる医師の確保は。 

  五つ、免許証返納者に対する移動手段の確保については。 

  六つ、免許証を返納した本人確認等の身分証明書の対応については。 

  七つ、改正道路交通法の施行に対する広報ができていないということが思われま

すので、どのように考えておられますか。 

  市内の認知症患者数はということで、質問をいたします。 

  次に、二つ目の質問であります。 

  残薬の再利用の推進をという質問をさせていただきます。 

  処方された薬を患者が大量に飲み残す残薬は、75歳以上の在宅高齢者だけで年間

500億円規模にのぼると言われています。 

  残薬の発生は医療費を圧迫するだけでなく、人の命に密接にかかわる問題であり

ます。残薬と複合すべき薬を混同すれば、飲みあわせによっては健康を害する危険

があります。また、処方された薬を適切に飲まなかったため、症状が改善されず、

医師がさらに薬の処方を増やすといった悪循環に陥る場合もあります。治療の効果
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を上げるためにも処方された薬は適切に飲み、残薬をなくさなければならない。 

  特に高齢者になると、糖尿病や高血圧などさまざまな病気を抱え、１回に10種類

以上の薬を飲む人も珍しくない。多くの病院や診療所から処方されて薬の種類や量

が多くなれば、必然的に飲み残す可能性が高くなる。 

  厚生労働省の実態調査、2013年によれば、薬を余らせてしまうという理由は、複

数回答ではありますけれども、飲み忘れが７割を占め、新たな薬が処方された、飲

むのをやめたが、いずれも２割強となっています。 

  そこで、残薬を活用しようと動き出したのが、福岡市薬剤師会でございます。実

験的に余った残薬を入れる節約バック、薬節約バックを配り、患者が薬局に持ち込

み、薬剤師がチェック、医師と調整して使える残薬を再利用した新たな処方薬の量

を抑える。九州大学の集計によると、３カ月で持参した84万円の残薬のうち、再利

用した薬は約70万円にのぼった。全国に当てはめると、年間約3,300億円が削減で

きる計算であるという。節約バックの導入で飲み忘れの特徴を把握でき、薬剤師が

医師に適切な処方量や飲み方の提案もしやすくなると期待されている。 

  宍粟市においても、医療費の抑制は喫緊の課題であります。そこで伺います。 

  一つ、残薬をなくす広報活動は。 

  二つ、医療費抑制と健康を守るため残薬の再利用制度の検討は。 

  三つ、かかりつけ医、かかりつけ薬局の推進の状況は。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○議長（秋田裕三君） 西本 諭議員の代表質問に対し、順次答弁を求めます。 

  福元市長。 

○市長（福元晶三君） 公明市民の会代表の西本議員の御質問にお答えします。 

  高齢者ドライバーの現状と事故対策について、まず冒頭お答えを申し上げたいと

思います。 

  宍粟市の高齢者ドライバーの現状と認識でありますが、平成27年 12月末現在で、

市内の運転免許保有者数は２万7,556名、そのうち65歳以上の高齢者ドライバーは

7,433名で、全体の27％を占めております。今後も高齢者ドライバーは増加するも

のと思われます。あわせて免許証の自主返納者も比例して増加傾向にあると、この

ように考えております。 

  また、平成27年中の兵庫県内の高齢運転者の事故件数は4,819件、そのうち宍粟

警察署管内は37件となっており、県内件数から見ると0.77％を占めておると、こん

な状況であります。 
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  市内の事故件数は、特別に多くは発生しておる状況ではないと感じておるところ

でありますが、今後、高齢者運転者が増加することは当然予測する状況の中にあっ

て、事故件数も比例して増加してくるんではないかなと、こう認識をしておるとこ

ろであります。 

  全国的にいろいろテレビのニュース等々にもありますが、高速道路の逆走であっ

たり、あるいはブレーキとアクセルの踏み間違い等による高齢者の皆さんのドライ

バーによる自動車事故が発生しており、中でも子どもを巻き添えにした悲惨な事故

等も現状としてある状況であります。 

  宍粟市の場合は、鉄軌道のない中山間地域という地性の中で、どうしても自家用

車に頼るという生活がかつてからあるところであります。そういった中、高齢者の

交通安全の確保に向けた啓発や、あるいは教室の開催、より多くそういった機会を

捉えて、あるいは関係機関も連携する中で強力に取り組む必要があると、このよう

に考えております。 

  次に、医薬残薬の再利用、このことについての検討と、こういうことであります

が、福岡市薬剤師会の取り組みで１年間に約21％の薬剤費が削減できた事例を受け、

兵庫県の薬剤師会でも市薬剤師会を通じて節約バックを推奨され、市内各薬局にお

いて購入、検討をされております。 

  保険薬剤師は、患者や家族、保健医療機関の求めに応じて、服用薬の整理等の服

薬管理を行われておりますが、本年４月からはその取り組みが一層強化をされてお

りまして、市の薬剤師会、各薬局においても医師会、さらにまた歯科医師会と連携

し、多剤、あるいは重複投薬の削減や残薬の削減の取り組みを強化いただいており

ます。 

  市としても市民の健康を守るために必要な薬剤の提供を前提にしながら、残薬の

再利用について推進したく、調査、研究し、３師会に対して取り組みへの協力を依

頼したいと、このように考えております。あわせて、市民の皆さんにもかかりつけ

薬局に残薬を持参していただくことや、ジェネリック医薬品の利用、また、早期予

防のための健診受診など、引き続き医療費の節約に向けた協力をお願いしてまいり

たいと、このように考えております。 

  そのほかの御質問、具体的なところがありますので、各担当部長よりお答えをさ

せていただきます。 

○議長（秋田裕三君） 坂根まちづくり推進部長。 

○まちづくり推進部長（坂根雅彦君） 私のほうからは、高齢者ドライバーの事故防
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止について、具体的な質問でございますので、御答弁をさせていただきたいと思い

ます。 

  まず、高齢者ドライバー等家族等の相談窓口でございます。 

  改正道路交通法による高齢運転者への講習、あるいは機能検査、運転免許の更新、

取り消し、自主返納の窓口、そういったものにつきましては、各警察署、あるいは

免許更新センター、そういうことになろうかと思います。ただ、平成27年度より、

宍粟市におきましても、包括支援センターの中に認知症地域支援専門員を配置をし

ております。認知症に係る総合相談窓口という形で設置をしておりますが、その中

で高齢者の免許証の自主返納、そのことについても相談の対象ということで、実際

にもかなりの件数相談がございますし、こちらのほうから助言をするというような

ことも具体的には起こっておるという状況にございます。 

  続いて、免許証の返納者に対する移動手段、さらには本人確認の件でございます。 

  宍粟市におきましては、外出支援サービス等、昨年度再編をしました公共交通シ

ステム、その仕組みを利用しながら対応をしていくという状況にございます。運転

免許証を返納して５年以内に警察署なり、あるいは運転免許センター、そちらのほ

うで申請することによって発行されます運転経歴証明書、これによって本人確認と

いうことで活用をしておる状況にございますが、公共交通につきましては、その運

転経歴証明書の提示をもってバス事業者においては、運行約款におきまして半額に

する措置をとっておるというのが現状でございます。 

  ただ、今後、自主返納者を啓発するという意味合いも込めまして、自主返納者へ

の優遇措置というようなことも、今後は検討していく必要があるのかなと、そんな

思いを持っておるところでございます。 

  次に、改正道路交通法の広報につきましてでございます。 

  ３月の法施行にあわせまして、宍粟市では市の広報紙への掲載、あるいはしーた

ん通信、そういったものでの周知、そういったことを考えております。健康福祉部

とも連携をしながら、さらには自動車の運転に不安を感じておられる高齢者の皆様

への周知を今後とも図っていきたいなというふうに考えております。 

  いずれにしましても、警察等関係機関との連携は不可欠になろうかと思いますの

で、十分に情報共有を図っていきながら、市民の皆さんの安全、安心というところ

に繋げていく啓発、あるいは教室等の開催、そういったものに努めていきたいとい

うふうに考えております。 

○議長（秋田裕三君） 大島健康福祉部長。 
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○健康福祉部長（大島照雄君） 私のほうからは３点目、４点目、８点目の質問につ

きましてお答えさせていただきます。 

  まず、３点目の相談窓口への医療系専門員の配置につきましては、先ほどもあり

ましたように、看護師であります認知症地域支援専門員と保健師により窓口での対

応をすることにしております。 

  健康福祉部のほうの窓口としましては、地域包括支援センターのほうにこういっ

た専門員がおりますので、そちらで承るようにしております。 

  また、市民局の各保健福祉課のほうにも地域包括支援センターのブランチがあり

ますので、そちらでも窓口で対応をさせていただきます。 

  次に、４点目の診断書の発行できる医師の確保についてでありますが、75歳以上

の高齢運転者の認知機能の現状を適時適切に把握するため、認知機能検査の結果、

認知症のおそれがあると認められた方は、交通違反の状況にかかわらず、適時適性

検査または診断書提出命令の対象とされることになっております。 

  適時適性検査は、専門の医師の診断により行われ、また、診断書提出命令による

診断は、専門の医師または認知症に係る主治医により行われることになりますが、

かかりつけ医で対応が可能と考えています。 

  当該、検査等は平成29年３月12日から施行される予定で、警察においてその円滑

な実施に向けての準備が進められているところであり、今後においては具体的な対

応について検討が実施されるものと認識しております。その動向を注視していきた

いと考えております。 

  次に、８点目の市内の認知症の方の人数につきましては、平成28年３月31日現在

の数値ですけれども、介護認定の中で認知症と認定された方ですけれども、2,149

人となっております。 

  そのうち寝たきりの方を除きますと1,413人、さらに、物忘れはあるが日常生活

はほぼ自立していらっしゃる軽度の方を除きますと868人となります。さらに、施

設に入所せずに、自宅で生活していらっしゃる方は601人となっております。 

  以上、このような認知症の方の人数ですので、よろしくお願いしたいと思います。 

  今後とも関係機関と連絡をとりながら、進めてまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

○議長（秋田裕三君） 小田市民生活部長。 

○市民生活部長（小田保志君） 続きまして、私のほうから当市の残薬の再利用の推

進についての御質問にお答えいたします。 
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  １点目の残薬をなくす広報活動につきましてでございますが、毎年、12月に国民

健康保険証の年次更新時に全加入世帯にリーフレットを送付しておるところでござ

いますが、今年につきましては、かかりつけ薬局を持ってください、また、お薬手

帳を薬局に持参して、薬の重複や飲みあわせなどについて薬剤師のチェックやアド

バイスを受けてくださいというようなお知らせのほうをしております。 

  今後につきましても、機会あるごとに広報とかホームページなどを通じまして、

これらのお知らせをしていきたいというふうに考えております。 

  ２点目の残薬の再利用制度の検討につきましてでございますが、冒頭、市長の答

弁のとおり、薬剤師会では飲み残しや飲み忘れがないように、薬物の治療をサポー

トし、残薬を減らす取り組みをされているところでございます。 

  市におきましても、医療費の抑制と健康を守るために、医師会や薬剤師会と協議、

調整をしながら、節約バックの活用や残薬の再利用につきましても調査、研究し、

推進していきたいというふうに考えております。 

  ３点目のかかりつけ薬局の推進状況についてでございますが、厚生労働省では、

かかりつけ薬局が残薬を削減した場合に、薬局に支払われる報酬を加算するなどし

て、かかりつけ薬局の普及を目指す方針であります。市も機会あるごとに加入者に

かかりつけ薬局を持たれるように進めているところでございます。 

  今後につきましても、医師会、薬剤師会と連携をしながら、かかりつけ薬局の推

進に取り組んでいきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） 再質問させていただきますけれども、認知機能の検査が加

わったということですけれども、非常に今のお話を聞いていると、素早く対応され

ているなというお話で一安心はさせてもらったんですけども、私たち宍粟市という

のは、先ほど市長も言われましたけども、自動車がなくては普通はなかなか生活し

にくいという地域でございますので、自動車がないということは、非常に不便、ま

た周りの家族も差し支えが出てくるという部分がございますので、丁寧に対応して

いただきたいという思いと、そしてまた、宍粟市自体のこれからのまちづくりとい

う、当然、市長の頭の中には入っているとは思うんですけれども、こういう高齢者

が増え、また認知症患者が増え、また車が使えない人がたくさん増えていく、こう

いうのは市長も頭の中でしっかり認識されて、まちづくりを進めていると思うんで

すけれども、そういう意味では時間はありません。来年の３月12日からこの制度が
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スタートしますということで、ひとつ全体的に課題と考えるのは、やっぱり認知症

への理解といいますか、全市民が認知症に対して理解してもらうということ。そし

て、また周囲はそれを温かく見守っていくということ。また、さっき言いましたけ

ども、移動手段の確保と支援、免許がなくなったときに移動手段をどうするのか、

生活支援をどうするのかということだと思うんです。 

  それから、相談窓口については、今、看護師を配置した包括ケアセンターといい

ますか、ちょっとあれしたけど、用意しているということでありますけれども、私

も山崎教習所のほうにいろいろ取材に行きました。まず、今の改正法のことをもっ

と告知してくださいということでありました。例えば、75歳以上の運転者が軽微な、

軽微といいますか、認知症が疑われる違反をしますと、信号無視とか、一時不停止

とか、通行区分の違反とかという違反をしますと、免許切り替えにかかわらず、行

って検査をされるわけですよね。恐らくそれは山崎自動車教習所で行われると思う

んですけども、その教習所の職員というのは何かシートみたいなもので、いろいろ

認知症の判定をしていくわけですけども、それを３種類に分けるわけですよね。認

知症機能の低下の恐れなし、恐れあり、認知症の恐れと３種類に分けていくわけで

すよね。その認知症の恐れという人をいわゆる医師の診断書をとらなければいけな

いという部分が出てくるんですね。教習所の先生方は専門家ではないんで、非常に

例えば、医師に診断書をもらうということに対して、その人がもしだめだったら免

許を失うかもしれない、そうなるとその責任感というか、重圧というか、そういう

ものも感じていらっしゃいました。ということで、しっかり相談体制といいますか、

その警察、それから要するに教習所、そして我々の当局もまぜて、しっかり相談す

る窓口、本人もしくは本人の家族の相談する窓口をしっかり持っていかなきゃフォ

ローできないという思いなんですけれども、もう一回、そこのところを整理して答

弁いただけますか。 

○議長（秋田裕三君） 坂根まちづくり推進部長。 

○まちづくり推進部長（坂根雅彦君） 相談窓口の充実ということかというふうに捉

えております。 

  おっしゃるとおり、不安を抱えていらっしゃる御家族も含めてドライバーの方々

の相談という部分については、今後重要なことになってこようというふうに思って

おります。 

  今、現在も警察と健康福祉部の保健師、あるいは専門医、そのあたりにつきまし

ては、情報を交換、あるいはこういう状況だよという相談、そういったものも順次
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行ってきておるというふうに聞いております。ますます今おっしゃっていただいた

ような手続が違反のたびに起きてくるということもございますので、その頻度とい

うのは増えてくるだろうというふうに思っています。その検査をするということも

含めてですが、今後においても不安を解消する、あるいは今後どうしていくかとい

うところの助言をすると、そんなことも含めて大事なこととなってくると思います

ので、連携を深めていきたいというふうに考えております。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） それと認知症のことですけれども、アルツハイマー型、こ

れは非常に症状があらわれやすいという認知症なんですけども、前頭側頭型認知症、

こういうのがあるんですが、交通規則等を守る気持ちがなくなると、それも認知症

の一部なんですね。また、認知症以外でもほかの疾患でそういう思いになるとかと

いう部分があるんです。ですから、この辺をとりあえず当面自動車教習所が判定し

ていくということになるわけですけども、そこで発見できる場合もあれば、できな

い場合もあるということが起きてくると思うんですよ。それはやっぱり、その方が

もし事故でも起こしたならば、責任を問われるという部分も出てくると思うんで、

しっかり相談窓口を設けて納得いくようにしてもらいたいということでございます。  

  そういう、もし医師の判断でもう運転に適さないという判断が出た場合には、こ

れはまた一つの大きな問題だと思うんですけれども、やっぱり本人の人権にもかか

わる問題であり、本人がどこまで運転に執着するかということもありますし、家族

の方も非常に説得しづらい部分もあるし、そういう部分も出てくると思うんでね、

その辺をしっかりとフォローしていけるような、そういう窓口にしていただきたい

と思います。 

  今日の神戸新聞にも出ていたんですけれども、「認知症事故救済制度見送り」と

いう形で、これは認知症で事故をする、いろんな事故に遭うときに、認知症と判断

されれば本人の責任が問われなくなるということに対して、じゃあその責任を誰に

問うかということを、家族とかそういう形に弁償というか、補償というかを問われ

るということに対して、今回は国のほうは救済は見送りするという話が出ています。

ですから、そういう意味で、認知症による事故がもし発生したときに、そういう制

度も考えたときに、本当に慎重にやらなきゃだめだという思いがするんですけど、

本人に返納の通知を、本人に免許証をもう返しなさいと、返してくださいというこ

とに対して、今までやってきたとは思うんですけど、何らトラブルとか、そういう

のはなかったでしょうか。あれば教えていただきたいんですけど。 
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○議長（秋田裕三君） 坂根まちづくり推進部長。 

○まちづくり推進部長（坂根雅彦君） 具体的な部分というのは確認ができていない

んですが、若干、例えば認知機能が低下されているという部分で、自主返納された

ということを忘れられるというようなことも逆には心配をされるというところで、

後々車を運転されるということがないこともない、そんなことも心配される状況に

ございますので、総合的な部分で警察とか、あるいは福祉部門、そういったものと

の協議が今後必要になってくるのかなと、そんなふうに考えております。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） 先ほど認知症患者の中で在宅でおられる方が601名って言

われましたっけ。それで601名の方は在宅でおられるということですけれども、免

許というか、運転されたりとか、そういうことはしていないですよね。 

○議長（秋田裕三君） 大島健康福祉部長。 

○健康福祉部長（大島照雄君） 認知症の方の人数は把握しておりますけれども、そ

のうちの何名の方が免許証をお持ちということは把握しておりませんので、申しわ

けありません。ただ、先ほどありましたけれども、実際に認知症の方で返納してい

るのを忘れて、自分が運転されているというようなこともありますので、御家族の

方が鍵をどこかへ隠すとか何とかしないと、目の前にあったら自分はまだ運転でき

るんだという錯覚のもとに運転されている例もこれまでにも市内であったようです

ので、そういうとこらへんは注意していかないけないなと思っております。また、

御家族の御理解が一番大事かなと思います。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） わかりました。非常に当市としては対応が進んでいるとい

うことで、私は認識させてもらいまして、市長にちょっとお聞きしたいんですけど

も、公共交通いろんな形で、要するに認知症患者の代替も含めて公共交通の整備を

されておりますけども、今後公共交通を含めて、どういう形で将来なっていこうと

されているんでしょうかね、その足を確保するという意味で、いろんな人の。 

○議長（秋田裕三君） 福元市長。 

○市長（福元晶三君） 冒頭申し上げたとおり、やっぱり自家用自動車に頼らないか

んという状況でありますが、いつまでも運転できない状況もこれは誰もが行く道か

なと思っています。そういう意味で、公共交通をさらにグレードアップしながら、

よりそれが活躍というんですか、それが使えるようなことにはせないかんと、そう

いうことも大事ではありますし、今、この段階でこうするああするではないんです
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が、今後いろんなことを検討しながら、よりよいものをつくり上げていく必要があ

るのかなと思っています。 

  以上です。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） そういう意味で、高齢化社会を迎える中で認知症の割合が

増えてくるという可能性が十分ありますので、その辺の対応をしっかりお願いして、

絶対これ事故にならない、そういう事故を起こさないという形で、認知症の患者が

それを起こすようなことのないように、よろしくお願いしたいと思います。 

  次に、残薬の話でございますけれども、ちょっと私も認識が非常になかったので、

申しわけなかったんですけど、宍粟市はすごく進んでおるなということで思います。

前回、ジェネリック医薬品の薬局推奨制度みたいなものを提案させてもらいまして、

少しでも医療費の抑制になればという思いがあったんですけど、この残薬というの

は、私の調査では、資料ではまだ始まったばっかりで、私は福岡の薬剤師薬局を見

たわけですけども、宍粟市がそのように前向きに取り入れられているということは、

ちょっと認識不足で申しわけなかったと思います。 

  この残薬というのは本当に患者のためにも、また医療費を抑制するためにもとい

うことで、非常にすばらしいけども、ただ手間がかかったり、医師会、薬剤師会と

連携をきっちりみっちり手を組んでいかないと、なかなかできないということなん

ですけれども、先ほどそれに取りかかっているということがありましたけれども、

現状もうちょっと教えていただけますか。 

○議長（秋田裕三君） 小田市民生活部長。 

○市民生活部長（小田保志君） 年に数回なんですけれども、医師会の代表の方、ま

た薬剤師会の代表の方と会合する場がございます。その場合に、情報交換としてこ

ういった内容について、情報交換の場を持ったり、また日常的な情報の聴取とかも

やっております。 

  今後につきましては、さらに進めていくように、やはり横の関係をもっと密にし

て、行政としてやるべき部分、医師会としてやるべき部分、薬剤師会としてするべ

き部分、それぞれ持ち場があると思います。行政としてやるべき部分、特に広報活

動、周知の部分、それについて十分横の連携を密にしながら進めていきたいという

ふうに思っております。 

○議長（秋田裕三君） 10番、西本 諭議員。 

○１０番（西本 諭君） そういうふうに前もお聞きしたときに、ジェネリック医薬
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品の使用実態は非常によかったということもありますし、宍粟市はそういう意味で

は非常に進んでいるんじゃないかなという感じがあります。 

  是非、あんまり残薬の再利用って目立つことではないんですけども、やっぱりさ

っきも出ましたけれども、全国的にこのパターンで計算すれば3,300億円も見込め

るということがございますので、こつこつとまたそれはやっていただいて、効果を

生んでいただきたいという思いがしますので、よろしくお願いします。 

  以上です。 

○議長（秋田裕三君） これで、公明市民の会、西本 諭議員の代表質問を終わりま

す。 

  以上で、会派の代表質問は終わりました。 

  本日の日程は終了いたしました。 

  次の本会議は、12月15日午前９時30分から開会いたします。 

  本日はこれで散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

     （午後 ３時５９分 散会） 

 

 


